
（平成２２年９月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 53 件

国民年金関係 24 件

厚生年金関係 29 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 57 件

国民年金関係 33 件

厚生年金関係 24 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 4337 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年７月から平成２年１月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 60年２月から 62年７月まで 

② 昭和 62年 11月から 63年５月まで 

③ 昭和 63年７月から平成２年１月まで 

私の国民年金の加入手続については、具体的には分からないが、私が 20

歳になった昭和 60 年＊月から会社に勤務するまでの申立期間①の国民年金

保険料については、私の父親が納付してくれていたと思う。その後、私は、

会社を退職した 62 年 11 月に厚生年金保険から国民年金への切替手続を行

い、私が父親から渡された申立期間②及び③の保険料を市役所の支所で納

付した。保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間が未加入又は未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、会社を退職後に市役所の支所で国民年金の加入手続を行った

後、申立期間③の国民年金保険料を同支所で納付していたと主張している

ところ、当時、同支所で国民年金の加入手続や保険料の現年度納付を行う

ことは可能であり、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 63 年８月に払い

出されていることが確認でき、申立人が同支所で当該期間の保険料を現年

度納付することは可能であったことから、申立内容に特段不合理な点は認

められない。 

    また、申立期間③について、申立人が納付したとする金額は申立期間③

当時の国民年金保険料額とほぼ一致している。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、自身が 20 歳になった昭和 60 年



 

  

＊月から会社に勤務するまでの国民年金保険料をその父親が納付していた

と主張しているが、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接

関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとする父親から証言を得

ることができないことから、当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付

状況が不明である。 

    また、申立人が所持する年金手帳には、申立人が 20 歳になった昭和 60

年＊月に国民年金に加入した旨の記載が無く、オンライン記録においても

申立期間①は、未加入期間であり、国民年金保険料を納付することができ

ない期間である上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

    さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 63 年８月に払い出され

ているが、申立人は、申立期間②の国民年金保険料をさかのぼって納付し

た記憶や、まとめて納付した記憶が無い上、当該期間の保険料を市役所の

支所で納付したと主張しているが当該期間のうち、62 年 11 月から 63 年３

月までの保険料については、過年度納付となり、同支所で保険料を納付す

ることができない期間であることから、当該期間の保険料を納付したとす

る事情はうかがえない。 

    加えて、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 63 年７月から平成２年１月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4338 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成４年 12 月から６年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成４年 12月から６年３月まで 

② 平成 16年 10月 

私の母親は、自身の国民年金と厚生年金保険の切替手続を複数回行って

いたこともあり、国民年金の納付意欲が高く、私が 20 歳になったころに私

の国民年金の加入手続を行った。申立期間①の国民年金保険料については、

私が毎月母親に保険料を渡し、その母親が自宅に送付されてきた納付書に

より金融機関で納付していた。申立期間②については、平成 16 年７月に勤

務先を退社した際、私が市役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続

を行い、当該期間直前の同年７月から同年９月までの保険料と同様に金融

機関で納付した。申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①の国民年金保険料について、国民年金の加入手続

後に送付されてきた納付書により、その母親が金融機関で納付していたと

主張しているところ、申立人の母親は、国民年金に任意加入してからは１

か月を除き国民年金加入期間の保険料をすべて納付している上、複数回の

厚生年金保険との切替手続を適正に行っており、納付意欲が高かったもの

と認められる一方、申立人の国民年金手帳記号番号は平成６年４月に払い

出されていることが確認でき、申立人が 20 歳になったころ加入手続を行っ

た形跡は見当たらないが、当該払出し時点で申立期間①の保険料を過年度

納付することは可能であり、その当時の過年度保険料の取扱いとしては、

社会保険事務所（当時）から未納者に対して、少なくとも１回は納付書を



 

  

発行することとされており、申立人は、申立期間①についての納付書を受

け取っていたものと考えられることから、納付意欲の高い申立人の母親が

当該期間の保険料を納付していたとしても不自然ではない。 

    また、申立期間①の国民年金保険料額は、納付済みとなっている申立期

間直後の平成６年４月以降の保険料額よりも安価であることから、申立人

が当該期間の保険料を納付しなかったとは考えにくい。 

    さらに、申立人の母親は、「娘（申立人）の国民年金の加入手続は、市

役所又は行政センターのどちらかで行い、その後送られてきた納付書によ

り、娘から預かった国民年金保険料を金融機関で納付した。」旨証言して

いる。 

 

  ２ 一方、申立期間②について、申立人は、平成 16 年７月に勤務先を退社し

た際、市役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、当該期間

直前の同年７月から同年９月までの国民年金保険料と同様に金融機関の窓

口で納付したと主張しているが、当該期間は、９年１月の基礎年金番号の

導入後の期間であり、基礎年金番号に基づき、保険料収納事務の電算化が

図られていた状況下において、申立期間②の記録管理が適切に行われてい

なかったとは考えにくい。 

    また、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成４年 12 月から６年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4339 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年１月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から平成元年３月まで 

20 歳になったとき私は大学生であったが、私の母親は年金に対する意識

が高く、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた。

私の姉も、母親の強い勧めで国民年金に任意加入し、学生の時から保険料

を納付しており、昭和 63 年ごろは、母親が姉の保険料と一緒に納付してい

た。 

姉の国民年金保険料は納付済みとされているにもかかわらず、私は申立

期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金保険料に関し、将来働いて保険料分のお金を返すように

言い、また、言われたとする申立人及びその母親の証言並びに「保険料を自

ら納付した自分に比べ、弟は母親に納付してもらっており、弟に甘いなと思

った。」とするその姉の証言は信 憑
ぴょう

性が高い上、申立人は、申立期間後の

期間は、すべて厚生年金保険に加入しているため、申立人が、国民年金の加

入対象となる時期は、申立期間以外には存在しないことから、その母親及び

その姉が述べている申立人の国民年金の加入状況及び国民年金保険料の納付

状況並びに申立人が、その母親から受け取ったとする年金手帳についての記

憶は、申立期間のものであると考えられる。 

   また、申立人は、その母親が、昭和 61 年＊月ごろ、申立人の国民年金の加

入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたとしており、その

母親は、自身が 52 年１月に国民年金に任意加入し、以後の保険料に未納が

ないこと、及びその母親から、国民年金に加入し、保険料を納付するように



 

  

言われたとしているその姉についても、大学生であった 56 年９月に、国民

年金に任意加入し、保険料を納付していることが確認できることを踏まえる

と、その母親が、申立人が 20 歳に達した 61 年＊月ごろ、申立人の国民年金

の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付していたとしても、特段不合理

ではない。 

   さらに、申立期間当時、申立人の母親が、申立人の国民年金保険料と一緒

に納付していたとするその姉の保険料は、その姉が厚生年金保険に加入して

いた期間を除き、すべて納付済みとされていることに加え、申立期間の保険

料を納付していたとするその母親についても、申立期間当時、第３号被保険

者期間を除き、国民年金に任意加入し、付加保険料を含めて、国民年金保険

料を納付していることが確認できる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4340 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年１月から 51 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年２月から 51年３月まで 

私は、昭和 47 年３月ごろ、母親と一緒に「役場」へ行き国民年金の加入

手続を行った。「役場」は木造の古い建物だったことを憶
おぼ

えている。その

際発行されたのか、後日郵送されたのかについては記憶に無いが、現在オ

レンジ色の年金手帳を１冊所持している。大学を卒業した 49 年ごろ国民年

金の加入を勧める葉書が届いたが、既に加入し、国民年金保険料も納付し

ていたという認識であったため、私は何も手続を行わなかった。 

申立期間の国民年金保険料については、私が「役場」で納付していたが、

昭和 51 年ごろからは納付書により銀行で納付していたと思う。20 歳にな

った当時、周りの友人達はほとんど国民年金に加入しておらず、自分だけ

が大学生であるのに加入していたという認識であった。保険料もアルバイ

トをしながら欠かさず納付しており、52 年に結婚した際も、区役所で 20

歳から加入していた旨を伝えた記憶がある。この区役所は国道沿いの新し

い建物だったという記憶である。 

自分には国民年金保険料の未納が無いとの自信があったため、世間が年

金問題で騒がしくなっても全く不安には感じていなかったが、今回記録の

確認をして未納になっていることを知り、怒りさえ感じている。申立期間

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人の国民年金の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の

前後の番号が付与された任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 51 年９

月から 52 年１月の間と考えられることに加え、申立人が当時居住していた



 

  

市の被保険者名簿の検認記録では、昭和 52 年度の国民年金保険料について

は３か月ごとに納付されているのに対して、昭和 51 年４月から 52 年２月

までの保険料については 11 か月分を一括納付している記載があり、加入手

続後に保険料を一括納付したと考えるのが自然であることから、申立人の

国民年金の加入手続時期は、同年１月ごろと推認できる。 

    また、当該被保険者名簿の検認記録には、昭和 50 年１月から 51 年３月

までの期間について、過年度保険料の納付書が発行されていた旨の記載が

あること、及び申立人は前述のとおり昭和 51 年度のうち 11 か月分の国民

年金保険料を一括納付し、申立期間の後においては保険料の未納が無いこ

とを考え合わせると、申立人は、当該被保険者名簿において納付書が発行

されたと考えられる昭和 50 年１月から 51 年３月までについても、保険料

を納付したと考えるのが自然である。 

    さらに、申立人は、結婚後においても国民年金に任意加入し、国民年金

保険料の前納も行っている年度があること、及び第３号被保険者への切替

手続を適切に行っていることが確認できることから、国民年金への意識が

高いことが認められるほか、申立人の母親も、加入当初から 60 歳までの保

険料を完納している。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 47年２月から 49年 12月までの期間につい

て、申立人は、47 年３月ごろ、「役場」で国民年金の加入手続を行い、当

該期間の国民年金保険料を納付していたと主張している。 

    しかし、昭和 47 年３月に加入手続を行った場合には、現在所持している

様式とは別の国民年金手帳の交付を受けている必要があるが、申立人は、

別の国民年金手帳については思い出せないと述べているなど、記憶が曖昧
あいまい

である。 

    また、申立人は大学卒業時の昭和 49 年ごろ、国民年金の加入勧奨通知を

受け取ったと述べていることに加え、前述のとおり、申立人の国民年金加

入手続時期は 52 年１月ごろと推認でき、20 歳前から同年同月まで同一市

内に居住していた申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

が見当たらないことを考え合わせると、申立人が主張するように 47 年３月

に国民年金の加入手続を行い、同年同月から 49 年 12 月までの国民年金保

険料を納付していたとは考え難い。 

    さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年１月から 51 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと



 

  

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4341 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年９月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成９年９月 

私は、平成９年８月に会社を退職した際に、国民年金及び国民健康保険

へ加入する必要があると説明を受けたので、同年同月ごろ区役所へ行き、

国民年金及び国民健康保険の加入手続を行った。 

国民年金及び国民健康保険の加入手続を行った際に、平成９年８月の国

民年金保険料及び国民健康保険料を納付したが、所持金が少なくなったの

で、同年９月の保険料は納付することができなかった。 

平成９年 10 月に次の会社に就職し、その２、３か月後に会社を休んで区

役所へ行き、同年９月の国民年金保険料及び国民健康保険料を納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年８月ごろに、区役所で国民年金及び国民健康保険の加

入手続を行い、その際に同年同月の国民年金保険料及び国民健康保険料を納

付したと主張しているところ、申立人は同年同月に国民健康保険の被保険者

資格を取得していることが確認できること、及び同年同月の国民年金保険料

は、同年９月に納付されていることが、オンライン記録により確認できるこ

とから、申立人の主張は、基本的に信用できる。 

   また、申立人は、ⅰ）国民年金及び国民健康保険の加入手続時に、平成９

年８月の国民年金保険料及び国民健康保険料を納付したが、所持金が少なく

なったので、同年９月の保険料は納付することができなかったこと、ⅱ）同

年 10 月に次の会社に就職し、その２、３か月後に会社を休んで区役所へ行

き、同年９月の国民年金保険料及び国民健康保険料を納付したことなど、申

立期間の保険料の納付についての記憶が鮮明である。 



 

  

   さらに、申立期間は１回、かつ１か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4342 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から同年６月まで 

私は、昭和 45 年＊月に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付してき

た。48 年３月に結婚した際には、任意加入に切替え、その後もずっと保険

料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、任意加入期間であり、その前後の期間の国民年金保険料は納

付済みとされており、申立期間の前後を通じて、申立人及びその夫の住所や

仕事に変更はなく、生活状況に大きな変化は認められないことから、途中の

３か月と短期間である申立期間のみが未納とされているのは不自然である。 

   また、申立人は、20 歳に到達した昭和 45 年＊月に国民年金に加入し、60

歳に到達するまでの期間に申立期間を除いて国民年金保険料の未納は無く、

種別変更手続も複数回適切に行っていることが確認できることから、保険料

の納付意欲及び国民年金に対する意識は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4343 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 53 年３月から同年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年 10月から同年 12月まで 

② 昭和 53年３月から同年６月まで 

私は、会社を退職した昭和 46 年 10 月ごろ、長男が１歳で体調を崩しや

すかったため、当時、木造２階建ての町役場で国民健康保険の加入手続を

行った際に、近所に住んでいた窓口の職員から、自分の将来のために国民

年金にも一緒に加入したほうが良いと教えられたので、その場で国民年金

の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を、私が町役場で納付書

により現金で納付した。 

申立期間②については、昭和 53 年３月に会社を退職した際に市役所へ行

き、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、その後は納付書によ

り国民年金保険料を市役所で納付していた。 

申立期間が未加入で国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、当時、長男が１歳で体調を崩しやすかっ

たため、町役場で国民健康保険の加入手続を行った際、近所に住んでいた窓

口の職員から国民年金に加入するよう勧められて加入手続を行ったと述べて

おり、その記憶は鮮明で、加入動機も明確であり、当時の町役場の建物の様

子なども具体的に記憶していることから、申立内容に不自然さは認められな

い。 

   また、申立期間②について、申立期間②後の厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続を複数回適切に行っていることが確認できることから、申立期間



 

  

②についても切替手続を行っていたと考えても不自然ではない。 

   さらに、申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料を、町役場又は市

役所で納付書により納付したと主張しているところ、申立人が申立期間①及

び②当時居住していた町役場及び市役所では、納付書による保険料の収納を

行っていたことが確認できることから、申立内容に特段不合理な点は認めら

れない上、申立期間①及び②は、それぞれ３か月及び４か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4344 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年７月から 43 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 43年 10月まで 

私が 20 歳になった昭和 40 年＊月に、町役場の支所で父親又は祖母が国

民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民年金保険料については、父

親が両親の分と一緒に納付してくれていたはずであり、姉弟の分も結婚又

は就職するまで父親が納付していたにもかかわらず、私のみ申立期間が未

加入で保険料が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その父親が両親の分と一

緒に集金人に納付していたと主張しているところ、申立人が居住していた地

域では、当時、集金人制度が実施されていることが確認できる上、一緒に納

付していたとするその両親は、申立期間の保険料は納付済みとなっているこ

とから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人は、その姉弟の国民年金保険料についても、父親が納付して

いたと主張しているところ、その姉弟は、20 歳になってから結婚又は就職す

るまでの保険料は納付済みとなっている上、その姉は、「父親が妹（申立

人）の保険料を納付していた。」旨証言している。 

   さらに、申立人は、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付して

いる上、前納制度を利用するなど、保険料の納付意識は高かったものと認め

られる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4345 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年７月から 37 年３月までの期間及び 41 年７月から 42 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年７月から 37年３月まで 

② 昭和 41年７月から 42年３月まで 

私が 20 歳になったころ、母親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料も納付してくれていたはずである。当時は、近所の人達が順番で

保険料を集金し、当番となった者が取りまとめの上、金融機関に持って行

っていたことを記憶している。私の申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してく

れていたとする申立人の主張については、申立人の国民年金の加入手続は、

申立人の実家が所在していた市で、国民年金手帳記号番号の払出日から昭和

37 年３月前後に行われたものと推認され、その後、申立人が結婚により他市

に転居した後も、転居前の市が作成した国民年金被保険者名簿及び特殊台帳

において、転居前の市で 56 年３月までの保険料が納付されており、その母

親が申立人の保険料を納付していたものと考えられ、申立人の実家が所在し

ていた市では、当時、納付組織の存在が確認できることから、申立人の主張

に不自然な点は見当たらない。 

   また、特殊台帳では、昭和 56 年６月に職権により申立人の住所が転居後の

市に変更されていることが確認でき、申立人が厚生年金保険の被保険者であ

った 55 年３月から 56 年３月までの期間についても、転居前の市で国民年金

保険料が納付され、後に還付されていることが確認できることから、申立人

の母親は、嫁いだ申立人のために可能な限り保険料を納付しようとしていた



 

  

ことがうかがえる。 

   さらに、申立期間①及び②は、それぞれ９か月と短期間である上、いずれ

の申立期間の前後の期間の国民年金保険料は納付済みであること、申立期間

①の直前の保険料については、過年度納付されていること、及び加入手続以

降、申立人の母親が保険料を納付していたと推認できる期間においては、申

立期間以外には保険料の未納がないことを考え合わせると、申立期間①及び

②の保険料のみ、未納とされているのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4346 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年６月から４年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年６月から４年３月まで 

私の国民年金については、私が大学生だった時に私の母親が加入手続及

びその後の国民年金保険料の納付を行ってくれた。その後、時期ははっき

りしないが、私自身が保険料を納付するようになった。平成６年４月に就

職した後、５年 10 月から６年３月までの保険料について未納の通知がきた

ので、同年 12 月に社会保険事務所（当時）で納付をした。その際、申立期

間の保険料について未納と言われた記憶は無い。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入手続を行い、その後の国民年金保険料を納付して

いたとする申立人の母親は、「時期は思い出せないが、自分自身の国民年金

保険料を納付するために市役所を訪れた際、申立人も国民年金に加入義務が

あることを聞き、加入手続を行ったことを憶
おぼ

えている。」と述べている。申

立人の国民年金手帳記号番号の直前の番号が付与された被保険者が平成４年

７月に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し国民年金へ加入していることか

ら、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手続をしたのは同年同月ごろと

推認でき、その時点で申立期間の保険料については、過年度分として納付す

ることは可能であった。 

   また、申立人が申立期間当時居住していた市では、申立期間当時、加入手

続の際に未納保険料があり、それが過年度分として納付可能な場合には、被

保険者の年金受給権等も考慮し、過年度保険料の納付の必要性について積極

的に説明し納付を勧めていたこと、及びその一環として、市の国民年金窓口



 

  

にも、本来は社会保険事務所が発行する過年度納付用の国庫金納付書を備え

付けて、必要とする被保険者等に渡していたことも確認できることから、加

入手続を行った申立人の母親に当該申立期間の納付書が発行されたと考えて

も不自然ではない。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の母親は、申

立期間当時、自身とその夫二人分の保険料が納付済みであるとともに、加入

義務期間のうち、ほぼすべての期間の保険料を納付していることから、申立

人の母親の保険料の納付意欲は高かったと認められ、１回、かつ 10 か月と

短期間である申立期間を申立人の母親が未納のままにしたとは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4347 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年９月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年９月から 61年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 56 年＊月ごろに、勤務していた会社の社長及び

役員であるその弟に指導され、会社の事務員に私の国民年金の加入手続を

行ってもらった。加入手続後の国民年金保険料については、私の母親が、

母親の分と一緒に納付書により納付していたにもかかわらず、申立期間の

保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 56 年＊月ごろに、勤務していた会社の社長及び役員である

その弟に指導され、会社の事務員に申立人の国民年金の加入手続を行っても

らったと主張しているところ、申立人に加入手続を指導したとする役員は、

申立期間当時、申立人に対して国民年金に加入するように指導したと証言し

ている上、申立期間当時の同僚の国民年金保険料は納付済みとなっているこ

とから、申立人の主張には信憑
ぴょう

性がある。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その母親が申立人

と母親の分を一緒に納付していたと主張しているところ、その母親は、「私

が、息子（申立人）と私の分の保険料を一緒に納付していた。」旨証言して

いる上、申立期間当時、その母親の保険料は納付済みとなっている。 

   さらに、申立人は、申立期間後の国民年金保険料をすべて納付している上、

口座振替を利用するなど、保険料の納付意欲は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4348 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年４月から 59 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年５月から 58年３月まで 

② 昭和 58年４月から 59年３月まで 

私は、時期は定かではないが、当時住んでいた実家へ国民年金の加入を

勧める人が来たので、その場で国民年金の加入手続を行った。その後、数

か月ごとに、納付書により、郵便局で国民年金保険料を納付し、その都度、

加入手続前の期間の保険料も数か月分ずつ一緒に納付していたにもかかわ

らず、申立期間①が未加入とされ、申立期間②の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、国民年金の加入手続後、数か月ごとに、

納付書により、郵便局で国民年金保険料を納付し、その都度、加入手続前

の期間の保険料も数か月分ずつ一緒に納付していたと主張しているところ、

ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入者の被保険者

資格取得日からみて、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、昭和

59 年７月ごろであると推認でき、その時点では、申立期間②は、保険料を

納付することが可能な期間であること、ⅱ）申立人の国民年金の被保険者

資格は 58 年４月に取得されていること、ⅲ）申立人は、申立期間②直後の

59 年４月から、25 年以上に渡る期間の保険料をすべて納付し、保険料の納

付意欲は高かったものと認められることから、その申立人が、12 か月と短

期間である申立期間②の保険料を納付していたと考えても特段不合理な点

は認められない。 

 



 

  

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、国民年金の加入手続を行った時

期についての記憶が定かではないことから、申立期間①当時の国民年金の

加入状況は不明である上、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が結

婚後に居住していた住所地において払い出されており、申立人の実家の住

所地において、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

形跡も見当たらない。 

    また、申立人が所持する年金手帳では、申立人の国民年金の被保険者資

格取得時期は、昭和 58 年４月とされ、オンライン記録でも同じ時期である

ことが確認できることから、申立期間①は、国民年金の未加入期間で、国

民年金保険料を納付することができない期間である。 

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年４月から 59 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4349 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年４月から同年７月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成元年２月から３年３月まで 

② 平成３年４月から同年７月まで 

私は、20 歳になった平成元年＊月に、母親から勧められたので、市役所

で国民年金の加入手続を行った。その後、納付書が届いたので、金融機関

又は市役所で国民年金保険料を毎月納付していた。国民年金の加入手続を

行ってから就職するまでの保険料については、未納がないようにすべて納

付していたにもかかわらず、申立期間①が未加入とされ、申立期間②の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、20 歳になった平成元年＊月に、母親から勧められたので、市

役所で国民年金の加入手続を行い、その後、納付書が届いたので、金融機

関又は市役所で国民年金保険料を毎月納付していたと主張しているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号は、３年４月に払い出されていることが確

認できる上、申立期間②直後の同年８月から４年３月までの保険料は、毎

月、その翌月に規則正しく納付されていることが、オンライン記録により

確認できることから、加入当初の４か月と短期間である申立期間②の保険

料が未納とされていることは不自然である。 

    また、申立人は、申立期間当時は大学生であったが、自宅から通学して

おり、アルバイトにより毎月数万円程度の収入があったと述べていること

から、申立期間②の国民年金保険料を納付することができるだけの資力を

有していたものと推認される。 

 



 

  

  ２ 一方、申立期間①について、申立人が所持する年金手帳によれば、申立

人は、平成３年４月に国民年金の被保険者資格を取得していることが確認

できる上、申立人は、申立期間①から国民年金手帳記号番号の払出時期を

通じて、同一市内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらないことから、申立期間①は国民年金

の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

    また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成３年４月から同年７月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4350 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年２月から４年３月までの国民年金保

険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成３年２月から４年３月まで 

② 平成９年１月から同年３月まで 

私は、昭和 49 年 12 月ごろ、父親の勧めで国民年金の加入手続を行い、

同時に付加保険料も納付することとした。その際、年金手帳が発行された

かは記憶に無い。 

その後、第３号被保険者となった後、平成３年１月から第１号被保険者

への切替手続を行い、再び付加保険料の納付を始めた。国民年金保険料に

ついては、金額及び納付頻度の記憶は無いが、預金口座からの自動振替に

変更するまで、私が経営しているＡを訪れる集金人に納付していた。集金

人が中年の女性であったことを記憶している。今回「ねんきん特別便」で

申立期間が未納となっていることを知り、申立期間①及び②の保険料が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、平成３年１月に国民年金の第３号被保

険者から第１号被保険者への種別変更手続を行い、併せて付加保険料の納

付を始め口座振替にするまでは、集金人に国民年金保険料を納付していた

としている。この主張については、同年同月から付加保険料を含む国民年

金保険料の納付が始まっていること、及び申立人が申立期間①当時居住し

ていた市では集金人制度が存在していることが確認できるとともに、申立

人は９年４月１日から保険料の口座振替を始めたことが当該口座を開設し

た金融機関において確認できることから、不自然な点は見当たらない。 

    また、申立期間①は 14 か月と比較的短期間である上、申立人は、申立期



 

  

間前後の期間においては、付加保険料を含めて国民年金保険料を納付して

おり、申立期間当時、申立人の居住地に変更がなく生活状況の変化は認め

られないことから、国民年金の加入手続を行った平成３年１月の保険料の

みを納付し、その直後の申立期間①の保険料が未納のままとされているこ

とは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間②について、オンライン記録では、平成 10 年６月に過年

度保険料の納付書が作成されている記録が確認できることから、その時点

において申立期間②の保険料が未納であったことがうかがえる。 

    また、申立期間②は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、

国民年金保険料の収納事務が電算処理により行われていた中で、金融機関

や行政機関において事務処理に誤りがあったことは考え難いことに加え、

過年度保険料の納付書が発行された 10 年６月は、基礎年金番号を活用して

国民年金被保険者期間と厚生年金保険被保険者期間を通じた記録管理が本

格的に開始された同年４月以降の期間であり、記録管理の信頼性はさらに

向上したと考えられることを踏まえると、申立期間②の保険料については、

納付されていなかったと考えるのが自然である。 

    さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間②の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成３年２月から４年３月までの国民年金保険料については、付加保険料

を含めて納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4351 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から同年 12月まで 

私は、大学卒業後、時期は憶
おぼ

えていないが、自ら区役所に行き国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと思う。保険料の未納

が無いように納付していたはずであり、申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手帳記号

番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の加入手続日などから、平

成２年５月と推認でき、この時点で申立期間の国民年金保険料を過年度納付

することが可能であり、申立人は、元年１月から同年３月までの保険料を過

年度納付していることが確認できる。 

   また、申立期間は、国民年金保険料の納付が可能な期間であること、及び

申立期間を除いた国民年金の強制加入期間においては、保険料の未納が無い

ことを考え合わせると、１回、かつ９か月と短期間である申立期間の保険料

のみが未納とされているのは不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間当時においては、夫と共働きであり経済的余

裕があったと述べているなど、申立期間の国民年金保険料の納付が困難であ

ったと考えられる事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4352 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から 53年３月まで 

私は、昭和 50 年 12 月に義父の会社から独立し、しばらくして私が区役

所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。その際に、窓口で未納期

間の国民年金保険料の金額と月数を計算してもらい、後日届いた納付書に

より、金融機関でさかのぼってまとめて夫婦二人分の保険料を一緒に納付

したにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、義父の会社から独立した後、しばらくして国民年金の加入手続

を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、

申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金手帳記号

番号の前後の番号の任意加入者の資格取得日から、昭和 54 年３月ごろと推

認でき、その時点では申立期間の保険料を過年度納付することは可能であっ

た上、申立人が加入手続後に納付したとする保険料額は、申立期間の保険料

をまとめて過年度納付した場合の金額とおおむね一致していることから、申

立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人の夫は、「当時、妻（申立人）から、夫婦二人分の国民年金

保険料をまとめて納付したと聞いていた。」旨証言している。 

   さらに、申立人は、申立期間後の国民年金加入期間について、国民年金保

険料をすべて納付していることから、保険料の納付意識は高かったものと認

められる上、申立期間は１回、かつ 15か月と比較的短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年



 

  

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4353 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年 10 月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月から 52年３月まで 

私は、20 歳になってしばらくしたころ、当時の勤務先の店主に国民年金

の加入を勧められたことから、町役場で加入手続を行った。申立期間の国

民年金保険料については、加入手続を行った後に、送付されてきた納付書

により金融機関でさかのぼってまとめて納付した。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になってしばらくしたころ、当時の勤務先の店主から国民

年金の加入を勧められて国民年金の加入手続を行った後に、申立期間の国民

年金保険料をさかのぼってまとめて納付したと主張しているところ、申立人

が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前

後の番号が払い出された任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 54 年１

月と推認でき、その時点で申立期間の保険料を過年度納付することは可能で

あったことから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立期間当時、申立人に国民年金の加入を勧めたとする勤務先の店

主は、「当時、申立人に国民年金の加入を勧めたところ、申立人は加入手続

を行った後に、私が立て替えた国民年金保険料により過去の未納分をさかの

ぼってまとめて納付してきたと言っていたことを憶
おぼ

えている。」旨証言して

いる。 

   さらに、オンライン記録によると、申立期間直後の昭和 52 年４月から 53

年３月までの期間について、当初は国民年金保険料が未納とされていたが、

国民年金被保険者台帳が納付済みとなっていたことから平成 21 年７月に納



 

  

付済みに訂正されており、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可

能性がある。 

   加えて、申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間について国民年金

保険料をすべて納付している上、結婚後も任意加入するなど、保険料の納付

意欲が高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 51 年 10 月か

ら 52年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4354 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 11 月から５年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年 11月から５年１月まで 

私が 20 歳になった平成４年＊月ごろ、私の母親が私の国民年金の加入手

続を行ったが、手続をした場所については憶
おぼ

えていないと言っている。私

が現在所持している年金手帳はその際に発行されたものだと思う。 

申立期間の国民年金保険料については、私の母親が社宅に来ていた中年

の女性の集金人に毎月納付していたが、母親には保険料の月額の記憶は無

い。母親は、納付した際領収書を受け取ったことを憶
おぼ

えているが、引っ越

しの時に紛失してしまったと言っている。この集金人は当時私が両親と住

んでいた社宅を担当しており、国民年金に加入してから結婚して自分で納

付するようになるまでは、母親が欠かさず保険料を納付していたので、申

立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった平成４年＊月ごろ、その母親が申立人の国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立

人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された強制加入被保険者、及

び 20 歳到達時に加入した被保険者の保険料の納付開始日から、申立人の加

入手続日は同年同月から５年３月ごろまでの間と推認され、オンライン記録

から申立期間直後の同年２月の保険料が現年度納付されていることが確認で

きることから、申立内容に不自然な点は見当たらない。 

   また、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行ったと

している申立人の母親は、自宅に訪れる女性の集金人に毎月申立人の保険料

を納付し、その都度領収書を受け取ったと述べており、その母親が主張して



 

  

いる納付方法は、申立期間当時、申立人が居住していた市で採られていた実

際の納付方法と一致している。 

   さらに、申立期間は１回、かつ３か月と短期間である上、申立人は、申立

期間を除く国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付し、種別変更手

続も適切に行っており、国民年金に対する意識が高いことがうかがえる。 

   加えて、申立期間当時、申立人の居住地及びその父親の職業の変更は無く、

生活状況の変化は認められないこと、及びその父親の標準報酬月額から申立

期間の国民年金保険料を納付できるだけの資力を有していたことがうかがわ

れることから、加入手続を行いながら、現年度納付することが可能な申立期

間の保険料を未納のままにしたとは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年８月から５年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年８月から５年３月まで 

私は、大学生であった平成３年４月ごろに自ら国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付し始めたが、その後、就職活動で多忙となった

ため、保険料の納付を失念していた。就職後の５年６月ごろに保険料が未

納である旨の通知と納付書が送られてきたので、同年７月ごろに納付書に

より申立期間の保険料を銀行か郵便局で全額納付した。納付金額は、就職

後初めてもらったボーナスに手持ちの現金を加えた額であったので、８万

円ぐらいであったと思う。 

未納と指摘された期間の国民年金保険料については、すべて納付したは

ずであるにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納

得がいなかい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   大学在学中に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し始めた

ものの、就職活動への専念により保険料の納付が滞り、就職後の平成５年７

月ごろ納付書により申立期間の保険料として約８万円を納付したとする申立

人の主張については、申立人は、20 歳以上の学生が国民年金への加入を義務

付けられた３年４月に国民年金に加入し、同年同月から４年７月までの保険

料を現年度納付していることが確認できる上、申立人が申立期間の保険料を

納付したとする５年７月の時点では、申立期間の保険料を過年度納付するこ

とが可能であったこと、及び申立人が納付したとする保険料額は、申立期間

の保険料とほぼ一致することから、信憑
ぴょう

性が認められる。 

   また、就職後初めてのボーナスに手持ちの現金を加えた約８万円を申立期



 

  

間の国民年金保険料として納付したとする申立人の記憶は、申立人が提出し

た平成５年６月の賞与支給明細書に支給額として７万円強と記載されている

ことと符合するなど、申立人の保険料の納付状況に関する記憶は、具体的か

つ鮮明である。 

   さらに、申立期間は１回、かつ８か月と短期間である上、申立人は、申立

期間を除いて国民年金保険料の未納は無く、厚生年金保険から国民年金への

切替手続を適切に行っていることが認められ、年金に対する意識が高いと認

められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4356 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年３月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年３月から同年７月まで 

私は、昭和 56 年３月に会社を退職したときに、市役所で厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行い、母親が申立期間の国民年金保険料を納付

していた。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 56 年３月に会社を退職したときに、市役所で厚生年金保険

から国民年金への切替手続を行ったと主張しているところ、申立人が同年同

月に退職した会社では、当時、会社で保管していた年金手帳を退職者に返却

する際に、国民年金に加入するよう指導しており、同時期に退職した同僚は、

ほとんどが退職後に国民年金の加入手続を行っていることが確認できること

から、申立人の主張には信憑
ぴょう

性が認められる。 

   また、申立期間は、申立人の母親が国民年金保険料を納付していたと主張

しているところ、その母親は国民年金に任意加入して保険料を完納し、付加

保険料を納付している期間もあることから、保険料の納付意識が高かったも

のと認められる。 

   さらに、申立人は、無職であった期間に付加保険料も納付しているなど、

国民年金に対する意識が高かったものと認められる上、申立期間は１回、か

つ５か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4357 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年６月、同年７月、４年５月及び同年 11 月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成２年６月及び同年７月 

② 平成４年５月 

③ 平成４年 11月 

私は、平成２年６月に会社を退職した後すぐ、会社から国民年金の加入

手続をするよう案内の手紙が届いたので、区役所で国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を口座振替で納付するための手続を行った。 

その際、区役所の窓口の職員から、国民年金保険料の口座振替が開始さ

れるまで２か月ほどかかると言われたので、加入手続後に送付されてきた

納付書を持って、後日区役所の窓口で口座振替が開始されるまでの保険料

を１か月ごとに納付した。 

口座振替が開始されてからは、国民年金保険料を口座振替により毎月納

付していたが、申立期間②及び③については、残高不足で保険料を振替で

きなかったという通知と納付書が届いたので、その納付書を持って区役所

の窓口で保険料を納付した。 

私は、申立期間①、②及び③の国民年金保険料を区役所の窓口で納付し

たにもかかわらず、申立期間の保険料が未納となっていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は平成２年６月に会社を退職した後すぐ、国民年金の加入手続を行

ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の被保険

者の国民年金第３号被保険者該当による社会保険事務所(当時)での処理日か

ら、申立人の国民年金加入手続時期は、同年同月から同年８月ごろと推認さ



 

  

れ、申立内容とおおむね一致する。 

   また、申立期間①について、国民年金保険料の口座振替が開始されるまで

の保険料を、区役所の窓口で納付したとする申立人の主張については、申立

人が申立期間当時居住していた区の被保険者名簿において、申立人の口座振

替は平成２年９月から開始されていることが認められ、同区を管轄する市の

口座振替による収納は、当月の保険料を当月 23 日に振り替えて収納してい

たことが確認できるため、申立人に対し、同年６月から同年８月までの保険

料については納付書が発行されていたと考えられ、現に、口座振替開始前の

同年８月の保険料は、納付済みとされていることから、同様に同年６月及び

同年７月の保険料も納付したと考えても、特段不合理な点は見当たらない。 

   さらに、申立期間②及び③について、申立人は、残高不足で国民年金保険

料を振替できなかった際に受け取った納付書を持って区役所の窓口で当該期

間の保険料を納付した時の納付状況など具体的に記憶しており、申立内容は

信 憑
ぴょう

性が高く、現に、申立人が申立期間当時居住していた区では、保険料

の口座振替が不能であった場合、振替不能通知及び納付書を送付していたこ

とが確認できる。 

   加えて、申立期間②及び③の前後の期間は、国民年金保険料がそれぞれ納

付済みであり、申立期間①は２か月、申立期間②及び③はそれぞれ１か月と、

いずれも短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4358 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの期間及び 52 年９月から 53 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 50年１月から同年３月まで 

② 昭和 52年９月から 53年３月まで 

私の父親は、私が昭和 49 年 12 月に会社を退職した翌年に、市役所で私

の国民年金の加入手続を行った。加入手続後の私の国民年金保険料につい

ては、父親が、私と母親の分を一緒に納付していたにもかかわらず、申立

期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年 12 月に会社を退職した翌年に、その父親が申立人の

国民年金の加入手続を行い、申立人とその母親の国民年金保険料を一緒に納

付していたと主張しているところ、申立人の国民年金の加入手続を行い、申

立期間の保険料を納付していたとする申立人の両親は、国民年金制度創設時

の 36 年４月に国民年金に加入し、申立期間を含め、60 歳に到達するまでの

保険料をすべて納付していることから、その父親の保険料の納付意欲は高か

ったものと認められ、申立内容には信憑
ぴょう

性がうかがえる。 

   また、申立期間①について、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が払い出された任意加入被保険

者の資格取得日から、昭和 50 年 10 月又は同年 11 月と推認され、その時点

において過年度納付により国民年金保険料を納付することが可能であり、申

立人及びその母親の被保険者台帳では、申立期間①及び②に近接する時期の

保険料について、同一日に過年度納付していることが確認できることから、

同様に過年度納付が可能であった申立期間①の保険料を納付しなかったとは

考え難い。 



 

  

   さらに、申立期間②について、申立人の所持する年金手帳では、申立人は、

昭和 50 年１月から 55 年 11 月までの期間について、国民年金の強制加入被

保険者としての資格を取得していることが確認でき、52 年３月から同年８月

までの期間については平成 18 年 11 月 13 日に記録が統合されたことにより、

厚生年金保険被保険者期間となったことから、当時、申立期間②の国民年金

の納付書は発行されていたものと推認でき、当該期間の国民年金保険料を納

付することは可能であった。 

   加えて、申立人のオンライン記録によると、当初、申立期間直後の昭和 53

年４月から 55 年 11 月までの期間が未納とされていたが、申立人の国民年金

被保険者台帳により、同期間の国民年金保険料は納付済みであることが確認

できたことから、平成 18 年 11 月 13 日に記録訂正されており、当時の行政

側の記録管理が適切に行われていなかった可能性がうかがえる。 

   その上、申立人は、結婚後も国民年金に任意加入している上、申立期間を

除き、国民年金加入期間について国民年金保険料をすべて納付していること

から、保険料の納付意欲は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4359 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 50年３月まで 

私は、昭和 44 年３月末に会社を退職後、事業を始めて何年か後に、母親

から国民年金の加入を勧奨する手紙が届いたことから、妻が市役所に行き

夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。妻は、申立期間の国民年金保

険料について、納付金額をはっきり記憶していないが、私の知人からさか

のぼって保険料を納付できることを聞いていたことから、間違いなく過去

にさかのぼって保険料を納付したはずである。保険料を納付した後、私が

転職して独立した同年４月までの期間について、さかのぼって保険料を納

付してきた旨を妻から聞いたことを記憶している。 

妻は、私と同一期間を第三者委員会に申し立てた結果、年金記録を訂正

する必要があると認められており、私の申立期間の国民年金保険料につい

ても年金記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   母親からの国民年金の加入を勧奨する手紙を受け取ったことから、申立人

の妻が市役所で国民年金の加入手続を行い、昭和 44 年４月までさかのぼっ

て国民年金保険料を一括して納付したとする申立人の主張については、申立

人は、その妻が市役所で国民年金の加入手続を行い帰宅したときに、申立人

が転職して独立した時期までさかのぼって一括して保険料を納付してきたと

申立人に話したことを明確に記憶していることから、基本的に信用できる。 

   また、申立人の保管する確定申告書(控)によると、当時、申立人の事業は

順調に推移していたものと推認できる上、申立人は、申立期間後の国民年金

保険料をすべて納付しており、保険料の納付意識は高かったものと認められ



 

  

ることから、申立人が申立期間の保険料を納付することができなかったとす

る特段の事情はうかがえない。 

   さらに、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金

手帳記号番号の前後の任意加入者の加入手続日より昭和 50 年 11 月と推認で

き、この時期は第２回特例納付が行われていた期間である上、申立期間は国

民年金の強制加入期間であり、かつ、申立期間の一部は時効により納付する

ことができない期間であるものの、申立人と同時期に加入手続をしたと推認

できる者の中に、申立期間が納付済みとなっている者が確認でき、しかも、

その者については、「特殊記録有」とのオンライン記録があるにもかかわら

ず制度上存在するはずの特殊台帳が無いことから、当時、行政側において制

度どおりの適正な運用を行っていなかったものと認められ、申立人について

も同様に納付を受け付けていた可能性が考えられることから、申立期間は保

険料の納付をすることが可能であったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4360 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から 53年３月まで 

私は、昭和 50 年 12 月に父親の会社から独立し、しばらくして妻が区役

所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。その際に、窓口で未納期

間の国民年金保険料の金額と月数を計算してもらい、後日届いた納付書に

より、妻が金融機関でさかのぼってまとめて夫婦二人分の保険料を一緒に

納付したにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、父親の会社から独立した後、しばらくして申立人の妻が国民年

金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料をさかのぼって納付した

と主張しているところ、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申

立人の前後の任意加入者から、昭和 54 年３月ごろと推認でき、その時点で

は申立期間の保険料を過年度納付することは可能であった上、申立人が加入

手続後に納付したとする保険料額は、申立期間の保険料をまとめて過年度納

付した場合の金額とおおむね一致していることから、申立内容に特段不合理

な点は認められない。 

   また、申立人の妻は、「当時、届いた納付書により、夫婦二人分の国民年

金保険料をさかのぼってまとめて納付した。」旨証言している。 

   さらに、申立人は、申立期間後の国民年金加入期間について、国民年金保

険料をすべて納付していることから、保険料の納付意識は高かったものと認

められる上、申立期間は１回、かつ 15か月と比較的短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年



 

  

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

神奈川厚生年金 事案 4007 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和17年６月１日から20年８月31日までの

期間について、厚生年金保険被保険者であったと認められることから、当

該期間に係るＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和17年６月から同年８月

までは60円、同年９月から18年６月までは70円、同年７月から20年７月ま

では80円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17 年６月１日から 20 年８月 31 日まで 

             ② 昭和 25 年 10 月から 28 年３月まで 

    私は、昭和 17 年６月１日から 20 年８月 31 日までの期間は、Ａ社Ｂ

工場に勤務し、25 年 10 月から 28 年３月までの期間は、Ｃ社に勤務し

ていたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落し

ているので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険労働者年金保険被保険

者名簿において、申立人と氏名が一文字違いで同一生年月日の者の基礎年

金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録（昭和 17 年１月 31 日資格取

得、20 年８月 31 日資格喪失）が確認できる。 

   また、オンライン記録において、上記未統合記録を除き、申立人の氏名

と同一の読み方で同一生年月日の被保険者記録は申立人以外には確認でき

ない。 

   さらに、申立人はＡ社Ｂ工場における申立期間①当時の業務内容を詳細

かつ具体的に記憶していることから、申立人は同社に勤務していたと認め

られる。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は、申立人の被保険



  

者記録であり、Ａ社Ｂ工場の事業主は、申立人が昭和 17 年１月 31 日に厚

生年金保険被保険者資格を取得し（厚生年金保険料の控除については 17

年６月１日から）、20 年８月 31 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保

険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

   なお、厚生年金保険被保険者資格の取得日については、被保険者資格期

間に算入されるのは労働者年金保険料の徴収が開始された昭和 17 年６月

１日以降の期間となることから、同日とすることが必要である。 

   また、当該期間の標準報酬月額は、上記未統合記録に係る年金記号番号

払出簿から、昭和17年６月から同年８月までは60円、同年９月から18年６

月までは70円、同年７月から20年７月までは80円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間②について、オンライン記録では、Ｃ社は、厚生年金保

険の適用事業所とはなっていない上、同社の所在地を管轄する法務局にお

いて商業登記の記録が確認できない。 

   また、申立人はＣ社の事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず、当該期

間に係る勤務実態及び申立人の厚生年金保険料の控除について証言を得る

ことができない。 

   さらに、申立人は、当該期間に係る給料明細書等の資料を所持しておら

ず、このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4008 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成５年 10 月１日から６年１月 31 日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は申立人

が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の当該期

間に係る標準報酬月額の記録を 24 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成６年１月 31 日から同年４月１日までの期

間について、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、

同年４月１日であると認められることから、申立人の当該期間に係る同資

格の喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額を 24 万円とす

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年 10 月１日から６年１月 31 日まで 

             ② 平成６年１月 31 日から同年４月１日まで 

    申立期間①について、社会保険事務所の職員から、Ａ社に勤務してい

た平成５年 10 月から同年 12 月までの標準報酬月額が 15 万円に引き下

げられている旨を説明された。当時は、給料は 24 万円ぐらいもらって

いた。給与が下がったことは無い。また、会社からは給与が下がる説明

は一切無かった。調査をしてほしい。 

    申立期間②については、厚生年金保険被保険者資格を平成６年１月

31 日に喪失したこととなっているが、申立期間①と同様、Ａ社でＣ作

業をしていた。 

    申立期間①及び②について調査の上、正しい記録にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、オンライン記録において、当初、申立人の当該

期間の標準報酬月額は、申立人が主張する 24 万円と記録されていたとこ

ろ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成６年１

月 31 日）の後の同年４月１日付けで、さかのぼって 15 万円に引き下げら



  

れている上、申立人を除く 12 名についても、申立人と同様の訂正処理が

行われていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所においてこのような処理

を行う合理的な理由は無く、当該期間において標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 24 万円に訂正することが必

要である。 

   申立期間②については、オンライン記録では、申立人のＡ社における資

格喪失日は平成６年１月 31 日と記録されているところ、当該喪失処理が

行われたのは、上記の標準報酬月額の訂正処理が行われた日と同日の同年

４月１日である上、同日において、申立人を除く 14 名についても、同様

の処理が行われていることが確認できる。 

   また、雇用保険の記録によると、申立人は、Ｂ社において、平成３年

10 月１日に資格を取得し、９年５月 20 日に離職となっているところ、Ａ

社の当時の取締役は、「当時、申立人は、Ａ社に勤務しており、同社から

給料が支払われていた。申立人の雇用保険の記録がＢ社になっている理由

は分からないが、Ａ社とＢ社の事業主は同じであり、両社は関連会社であ

る。」と証言していることから、申立人が当該期間においてＡ社に勤務し

ていたことが認められる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、平成６年１月 31 日に

資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の厚生年金保険被保

険者資格の喪失日は、社会保険事務所が資格喪失の処理をした同年４月１

日であると認められる。 

   なお、平成６年１月から同年３月までの標準報酬月額については、Ａ社

における５年 12 月のさかのぼった訂正処理前の社会保険事務所の記録か

ら 24 万円とすることが妥当である。 



  

神奈川厚生年金 事案 4009 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日及び同社Ｃ支店における同資格の取得日に係る記録を

昭和 37 年４月 16 日に、同社Ｃ支店における同資格の喪失日に係る記録を

38 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については、37 年４月

から同年９月までは１万 8,000 円、同年 10 月から 38 年３月までは２万

2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月２日から 38 年４月１日まで 

    私は、申立期間については、Ａ社に勤務し、社命によりＢ所に研修派

遣されていた。 

    申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、当該期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務してい

たことが認められる。 

   また、申立人と同時期に研修派遣されていたとする複数の同僚の年金記

録を調査したところ、いずれも、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 37 年４月 16 日に同社Ｃ支店で被保険者資格を取得しており、

研修派遣されていた期間については、同社Ｃ支店で被保険者となっている

ことが確認できる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと認められる。 



  

   なお、申立人は研修派遣されていた期間は１年間であったと述べている

こと、及びＡ社Ｃ支店が昭和 37 年４月 16 日に厚生年金保険の適用事業所

となったことから判断すると、申立人の同社における厚生年金保険被保険

者資格の喪失日及び同社Ｃ支店における同資格の取得日に係る記録を同年

４月 16 日に、同社Ｃ支店における同資格の喪失日に係る記録を 38 年４月

１日に訂正することが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間当時、申立人と同

様に研修派遣されていたとする同僚のＡ社における申立期間の記録から、

昭和 37 年４月から同年９月までは１万 8,000 円、同年 10 月から 38 年３

月までは２万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、当時の資料が無いため不明とし

ているが、Ａ社Ｃ支店に係る事業所別被保険者名簿において、申立期間に

健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が失われたとは

考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が

提出された場合には、その後健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定

基礎届や被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、い

ずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記録しておら

ず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保

険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和 37 年４月から 38 年３月までの保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4010 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 29 年５月 10 日から同年８月 30 日までの期間に

ついて、事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は１万

8,000 円であったと認められることから、申立人の当該期間に係る標準報

酬月額の記録を訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、昭和 29 年８月 30 日から同年 10 月５日までの期間に

ついて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保

険被保険者資格の取得日に係る記録を同年８月 30 日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立期間のうち、昭和 30 年１月１日から同年３月１日までの期間につ

いて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ事業所における厚生年金保険

被保険者資格の取得日に係る記録を同年１月１日に、同資格の喪失日に係

る記録を同年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 8,000 円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年６月ごろから 22 年８月１日まで 

             ② 昭和 29 年５月 10 日から同年８月 30 日まで 

             ③ 昭和 29 年８月 30 日から同年 10 月５日まで 

             ④ 昭和 30 年１月１日から同年３月１日まで 

    私の父が保管していたＡ社に係る退職調書では、同社に入社したのは、

昭和 20 年６月となっている。しかし、同社の厚生年金保険に係る被保

険者資格の取得日は 22 年８月１日となっているので、入社時から被保



  

険者期間として認めてほしい。 

    また、昭和 29 年５月から同年７月までの標準報酬月額が、当時の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の記載と相違がないか調べてほしい。 

    さらに、昭和 29 年８月 30 日から同年 10 月５日までの期間及び 30 年

１月１日から同年３月１日までの期間が厚生年金保険の被保険者期間と

なっていない。Ａ社には 33 年 10 月に退職するまで継続して勤務してい

たので、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の次男が、死亡した申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、オンライン記録においては、申立人の標準報酬月

額は１万 2,000 円と記録されているが、Ａ社Ｃ事業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿には申立人の当該期間に係る標準報酬等級は「12

（標準報酬月額は、１万 8,000 円に相当する。）」と記載されている。 

   また、当該名簿に記載されているほかの同僚については、標準報酬等級

に相当する標準報酬月額がオンライン記録に記載されている。 

   これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準

報酬月額は１万 8,000 円であったと認められることから、申立人の当該期

間に係る標準報酬月額の記録を訂正することが必要である。 

   申立期間③について、退職調書、申立人の回顧録、同僚の供述等から判

断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 29 年８月 30 日に同社Ｃ

事業所から同社Ｂ事業所に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所にお

ける昭和 29 年 10 月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

   申立期間④について、退職調書、申立人の回顧録、同僚の供述等から判

断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 30 年１月１日に同社Ｂ

事業所から同社Ｃ事業所に、同年３月１日に同社Ｃ事業所から同社Ｄ事業

所に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除



  

されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所にお

ける昭和 29 年 12 月及び同社Ｄ事業所における 30 年３月の社会保険事務

所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主の所在が不明であることから照会することはできないが、

仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合に

は、その後被保険者資格の喪失届も提出されていると思われるところ、い

ずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これ

は通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所

へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 30 年１月及び同年２月の保険料について納付の告知を

行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

   申立期間①について、申立人が保管している退職調書から、申立人がＡ

社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及びＡ社Ｃ事業所

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、同社において、申立人と

同日の昭和 22 年８月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得した被

保険者は 40 名いることが確認できる。 

   また、申立人と同日に資格を取得した同僚の一人は、「自分と同時に大

勢の者が入社したという記憶は無く、戦後のＡ社Ｃ事業所では新規に多く

の人材を必要とする状況になかった。」と述べている。 

   さらに、申立人の入社日と厚生年金保険の被保険者資格取得日には、２

年以上の相違があるが、複数の同僚に聴取したところ、当該 40 名の中に

は、Ａ社Ｃ事業所における入社日が申立人よりも早い者が複数名いた。 

   加えて、Ａ社Ｃ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、昭和

18 年７月 15 日から 22 年８月１日までの間に資格を取得している被保険

者はいない。 

   これらを踏まえると、Ａ社Ｃ事業所は当時、厚生年金保険の加入手続に

おいて一定期間内に採用した者を昭和 22 年８月１日にまとめて加入させ

ていたことがうかがわれる。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4011 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、厚生年金保険第三種被保険者として、申立期間のうち昭和

23 年７月４日から 25 年７月１日までの期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ

鉱業所における厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を 23 年７

月４日に、同資格の喪失日に係る記録を 25 年７月１日に訂正し、当該期

間の標準報酬月額を 23 年７月は 600 円、同年８月から 24 年４月までは

6,600 円、同年５月から 25 年６月までは 8,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年１月４日から 25 年７月１日まで 

    私は、昭和 22 年 12 月まで農業に従事していたが、23 年１月から 25

年６月ごろまでＡ社Ｂ鉱業所（現在は、Ｃ社）に坑内で勤務していた。

この期間、社会保険庁(当時）の記録では、厚生年金保険の加入記録が

無いと言われたが、加入していたはずなので被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   当時のＡ社Ｂ鉱業所の業務内容に関する申立人の供述及び複数の同僚の

証言から、申立人が申立期間において同社に勤務していたことが推認でき

る。 

   また、申立人は、先に勤務していた同僚の紹介でＡ社Ｂ鉱業所に入社し

たとしているところ、当該同僚及び申立人とほぼ同時期に同社Ｂ鉱業所に

入社し、坑内勤務に従事していた複数の同僚には、厚生年金保険の被保険

者記録が存在する。 

   さらに、出稼ぎとして短期間であったにもかかわらず、申立人が呼び寄



  

せた２名の甥
おい

には、厚生年金保険の被保険者記録がある。 

   加えて、申立人は、本採用でなければＡ社Ｂ鉱業所の寮に入れなかった

と供述しているところ、同僚の一人は、自身も同社Ｂ鉱業所の寮に入って

いたが、当時請負業者は「組」と呼ばれており、請負業者専用の寮は別の

場所に設置されており、同社の寮には請負の者はいなかった旨の証言をし

ている。 

   一方、申立期間のうち昭和 23 年１月４日から同年７月４日までは、申

立人と一緒に入社したとする複数の同僚の厚生年金保険被保険者の資格取

得日が同年７月４日となっていることから、Ａ社Ｂ鉱業所においては一定

の試用期間があったことがうかがえ、申立人は、当該期間について、厚生

年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 23 年７

月４日から 25 年７月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人とほぼ同年代の同僚

のＡ社Ｂ鉱業所における当該期間の社会保険事務所(当時)の記録から、昭

和 23 年７月は 600 円、同年８月から 24 年４月までは 6,600 円、同年５月

から 25 年６月までは 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、Ｃ社は当時の資料が無く不明と回答しているが、仮に、事

業主から申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得届が提出された場

合には、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなる

が、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、

これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事

務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 23 年７月から 25 年６月までの厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4012 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年９月 25 日から 35 年１月 22 日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格の喪失日に係る記録を同年１月 22 日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年９月 25 日から 36 年８月２日まで 

    私が結婚する以前のことなので、詳しくは分からないが、主人は、Ｂ

社に転職する前までＡ社に勤務していたはずである。Ｂ社の厚生年金保

険の被保険者資格を昭和 36 年８月２日に取得したこととなっているが、

Ａ社の被保険者資格は 34 年９月 25 日に喪失したことになっており、申

立期間が被保険者期間となっていない。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係るＣ健康保険組合の記録によると、申立人の健康保険被保険者

資格の喪失日は昭和 35 年１月 22 日となっている。 

   また、Ａ社において申立期間前に厚生年金保険被保険者となっている複

数の同僚は、「Ａ社では、健康保険と厚生年金保険は同時に加入し、給与

からは両方の保険料が控除されていた。どちらか一方だけに加入するとい

う取扱いは無かった。」と証言している。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 34 年９月 25 日から 35 年１



  

月 22 日までの期間について、Ａ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の当該期間における

Ｃ健康保険組合の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情がないことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間のうち昭和 35 年１月 22 日から 36 年８月２日までにつ

いては、複数の同僚に照会したものの、申立人がＡ社に勤務していたこと

を確認できる具体的な証言を得ることができなかった。 

   また、申立人が申立期間の後に被保険者資格を取得しているＢ社の複数

の同僚の証言から、申立人は、少なくとも昭和 35 年２月には既に同社に

勤務していたことが推認できる。 

   なお、オンライン記録によると、Ｂ社は昭和 36 年８月２日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、その前は適用事業所ではなかったことが

確認できる上、当該新規適用日に資格を取得している複数の者に照会した

ものの、同日より前の期間については、厚生年金保険料が給与から控除さ

れていたことをうかがわせる証言は無かった。 

   また、Ｂ社は、当時の人事記録及び給与関係書類を保存しておらず、当

時の事業主の連絡先も不明であることから、当該期間における申立人の勤

務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4013 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和40年５月１日から41年12月26日までの期間につい

て、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険

被保険者資格の取得日に係る記録を40年５月１日に、同資格の喪失日に係

る記録を41年12月26日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、40年５月か

ら41年５月までは２万円、同年６月から同年９月までは２万8,000円、同

年10月及び同年11月は３万3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年５月ごろから 28 年 12 月ごろまで 

             ② 昭和 40 年５月ごろから 41 年 12 月 26 日まで 

    オンライン記録によると、昭和 27 年５月ごろから 28 年 12 月ごろま

での期間及び 40 年５月ごろから 41 年 12 月 26 日までの期間の記録が無

いが、当該期間は、Ａ社及びＢ社において勤務していた。Ａ社は、父親

の友人の紹介で入社した。Ｂ社では、Ｃの仕事をしていた。当時の同僚

の氏名を覚えているので、調査の上、申立期間について被保険者期間で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿か

ら、申立人が名前を挙げた当時の上司及び同僚等５人の氏名が確認できる

ことから、申立人が同社に勤務していたことが確認できる。 

   また、申立人は、上記同僚等５人のうち１人については、「私より後に

Ｂ社に入社し、当該同僚が同社を退職した数箇月後に私は退職した。」と

述べているところ、上記被保険者名簿から確認できる当該同僚の被保険者

期間と、申立人が主張する同社における勤務期間に不自然さは無く、申立



  

内容に、信憑性
しんぴょうせい

が認められる。 

   さらに、上記同僚等５人のうち、連絡が取れた同僚の１人は、当該期間

において、申立人は正社員としてＢ社で勤務していたと証言している上、

「当時、未経験で、女性であった私に、入社時から厚生年金保険被保険者

記録があるのに、申立人の被保険者記録が無いのはおかしい。」と述べて

いる。 

   加えて、申立人及び上記の同僚が証言した申立期間②当時のＢ社の従業

員数とオンライン記録における同社の被保険者数はおおむね一致するため、

当時、当該事業所では、ほぼすべての従業員が厚生年金保険に加入してい

たと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、Ｂ社に

勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人と年齢が近く同職

種であった同僚の当該期間における社会保険事務所（当時）の記録から、

昭和 40 年５月から 41 年５月までは２万円、同年６月から同年９月までは

２万 8,000 円、同年 10 月及び同年 11 月は３万 3,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、当該期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号

に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失

われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会におい

ても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いこと

から、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われ

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 40 年５月か

ら 41 年 11 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間①について、申立人は、昭和 27 年５月ごろから 28 年

12 月ごろまでＡ社において勤務していたと述べているが、同社は既に解

散し、申立期間①当時の関係資料（人事記録、賃金台帳、源泉徴収簿等）

は得られず、当時の事業主は既に死亡しているため、申立人の当該期間に

おける勤務実態を確認できない。 

   また、商業登記簿謄本により、Ａ社は昭和 35 年２月 29 日に会社を設立

していることが確認できる上、オンライン記録及び同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿から、同社は 37 年３月１日に厚生年金保険の適

用事業所となっており、当該期間においては適用事業所でなかったことが

確認できる。 

   さらに、申立人は給与明細書等の資料を所持していないため、当該期間



  

に係る給与からの厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4014 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 21 年 11 月 11 日から 22 年 12 月 27 日までの期間

について、事業主は、申立人が 21 年 11 月 11 日に厚生年金保険被保険者

の資格を取得し、22 年 12 月 27 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保

険事務所（当時）に行ったことが認められることから、当該期間の厚生年

金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については昭和 21 年 11 月から 22 年５

月までは 510 円、同年６月は 500 円、同年７月から同年 11 月までは 600

円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年 11 月 11 日から 22 年 12 月 27 日まで 

             ② 昭和 23 年１月ごろから 25 年 12 月 21 日まで 

    私は、社会保険事務所から、Ａ社において昭和 21 年 11 月 11 日から

22 年 12 月 27 日までの厚生年金保険の被保険者記録で私のものと思わ

れる記録があるとの連絡をもらい、一度宙に浮いた記録を私の記録に統

合してもらったが、私の記憶している期間と氏名が一字違うことから統

合記録を取り消してもらった。この記録が私の記録か確認してほしい。 

    また、私は、Ａ社には昭和 23 年１月ごろから 25 年 12 月 20 日まで勤

務していたと記憶しているので、確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人はＡ社に勤務していたと主張しているとこ

ろ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

姓で名前が訂正された一字違いの、生年月日が同一の者が、昭和 21 年 11

月 11 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、22 年 12 月 27 日に同資

格を喪失していることが確認できる。 

   また、申立人の記憶及び当該期間に在籍した同僚の証言から、申立人は



  

Ａ社に勤務していたことが認められる上、複数の同僚は「申立人以外に申

立人と同じ姓の従業員はいなかった。」と証言していることから、上記の

被保険者記録は申立人の記録であることが認められる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が、昭和 21 年 11 月

11 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、22 年 12 月 27 日に同資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額は、当該被保険者名簿の記録から昭和

21 年 11 月から 22 年５月までは 510 円、同年６月は 500 円、同年７月か

ら同年 11 月までは 600 円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間②について、当該期間にＡ社において厚生年金保険の被

保険者記録のある同僚に照会したが、申立人を覚えている同僚はおらず、

申立人が当該期間に同社に勤務していたことを確認できない。 

   また、申立人は、「入社日等の記憶があいまいであり、Ａ社に再入社し

たことは無い。」と述べている｡ 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ても、当該

期間において、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4015 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保

険者資格の取得日に係る記録を昭和 28 年４月１日とし、申立期間の標準

報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年４月１日から同年５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

    申立期間は、それまで勤務していたＢ社のＣ部門がＡ社として独立し

た時期であり、両社に継続して勤務していたことは間違いない。 

    申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と一緒にＢ社からＡ社に転籍したとする複数の同僚の証言及び当

該同僚の一人が所持する両社の辞令から判断して、申立人は、申立期間に

同社に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人と一緒にＢ社からＡ社に転籍している同僚も、同社におけ

る厚生年金保険被保険者の資格取得日は申立人と同日の昭和 28 年５月１

日となっているが、当該同僚のうちの一人が所持する給与明細書において、

申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていることが

確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、厚生年金保険被保険者として、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 



  

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

28 年５月の社会保険事務所の記録から、8,000 円とすることが妥当である。 

   一方、オンライン記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは、申立人が同社で被保険者資格を取得した日と同日の昭和 28 年５月

１日であり、申立期間は適用事業所ではない。しかし、申立人及び同僚の

証言並びに同社が適用事業所となった際の従業員数が 26 人であることか

ら、同社は、当該期間において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業

所の要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4016 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日に係る記録を昭和 25 年１月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年１月１日から同年７月１日まで 

    私は、叔父の経営するＡ社に、昭和 23 年 12 月１日から 38 年 11 月

25 日まで継続して働いていたが、25 年１月１日から同年７月１日まで

厚生年金保険被保険者記録が無いので、厚生年金保険被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人は、Ａ社において昭和 23 年 12 月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、25 年１月１日に同資格を喪失

後、同年７月１日に同社と代表取締役が同一人であるＢ社において再度同

資格を取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかしながら、申立期間にＡ社に勤務していた同僚２名は、申立人は、

申立期間において、申立期間前後と同じ場所で勤務していたと証言してい

る。 

   また、申立人と同様にＡ社からＢ社に移籍した同僚は、移籍した時期に

おいても厚生年金保険被保険者記録が継続しており、被保険者期間の欠落

は無い。 

   さらに、申立人及び同僚は、申立人が昭和 23 年 12 月に入社してから

38 年 11 月に退職するまで業務内容及び雇用形態に変更は無かった旨を供

述している。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人は、Ｂ社に勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭和

25 年７月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から 8,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、Ａ社及びＢ社は既に解散している上、事業主も死亡してい

るため確認できず、このほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4017 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年４月１日から５年 10 月１日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立

人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の当該

期間に係る標準報酬月額を３年４月から同年６月までは 41 万円、同年７

月から４年９月までは 50 万円、同年 10 月から５年９月までは 53 万円に

訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、平成５年 10 月１日から９年８月１日までの期間につ

いて、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間

に係る標準報酬月額を 53 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立期間のうち平成５年 10 月から９年７月までの上

記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年４月１日から５年 10 月１日まで 

             ② 平成５年 10 月１日から９年８月１日まで 

    申立期間について 40 万円から 54 万円ほどの給与が支給されており、

支給額に見合う厚生年金保険料が控除されていた。ねんきん定期便に記

載されている標準報酬月額が間違っているので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録では、申立人のＡ社における標準

報酬月額は、当初、平成３年４月から同年６月までは 41 万円、同年７月

から４年９月までは 50 万円、同年 10 月から５年９月までは 53 万円と記

録されていたところ、同年４月 27 日付けで８万円に減額訂正されている

ことが確認できる。 



  

   また、オンライン記録から、代表取締役を含む取締役４名が、申立人と

同様の減額訂正処理が行われていることが確認できる。 

   さらに、Ａ社の当時の代表取締役から当該処理についての回答は得られ

なかったが、申立人と同様に申立期間に係る標準報酬月額がさかのぼって

減額訂正されている同僚が年金記録確認Ｂ地方第三者委員会に対して記録

の訂正を求めた申立てについて、同委員会が同社に照会を行ったところ、

当該代表取締役からは、経営状況の悪化により厚生年金保険料を含む社会

保険料を滞納したため、社会保険事務所の担当者から、滞納額を解消する

方法として役員の標準報酬月額を引き下げる方法を提案され、それに同意

して当該訂正処理を行った旨の回答が得られている。 

   これらを総合的に判断すると、平成５年４月 27 日付けで行われた訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において標準報酬

月額をさかのぼって減額訂正する合理的な理由は無いことから、有効な記

録訂正とは認めらない。このため、当該訂正処理の結果として記録されて

いる申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た、３年４月から同年６月までは 41 万円、同年７月から４

年９月までは 50 万円、同年 10 月から５年９月までは 53 万円に訂正する

ことが必要である。 

   一方、厚生年金保険被保険者記録において当該減額訂正処理を行った日

以降の最初の定時決定（平成５年 10 月１日）で８万円、平成６年 10 月１

日の定時決定で９万 8,000 円と記録されているところ、当該処理について

は上記の訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社

会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

   しかしながら、申立期間②について、Ａ社の取締役の平成５年 10 月か

ら７年４月までの給与明細書によると、給与支給額はオンライン記録の標

準報酬月額より高額であり、実際の報酬月額に見合う厚生年金保険料が控

除されていることが確認できる上、同社に在籍中は給与支給額の減額はな

かったことが確認できる。 

   また、申立人が提出した平成８年４月から同年 11 月までの給与支給控

除一覧表から、上記取締役と同様に、給与支給額はオンライン記録の標準

報酬月額より高額であり、その主張する標準報酬月額（53 万円）に基づ

く厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、その主

張する標準報酬月額（53 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、上記取締役の給与明細書で確

認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記



  

録の標準報酬月額が全期間にわたり一致していないことが確認でき、また、

申立人が提出した給与支給控除一覧表で確認できる報酬月額又は保険料控

除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額についても全

期間にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控除額に見合う

報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に

見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4018 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 38 年９月 16 日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年９月 16 日から 39 年１月１日まで 

    夫は、昭和 35 年３月１日から平成８年 10 月８日までＡ社及び同社に

係るグループ企業に継続して勤務していたが、当該期間のうち、昭和

38 年９月 16 日から 39 年１月１日までの期間が厚生年金保険被保険者

期間となっていないので訂正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された従業員名簿から判断すると、申立人が申立てに係る

グループ会社に継続して勤務し（昭和 38 年９月 16 日にＣ社Ｄ工場からＡ

社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

39 年１月の社会保険事務所(当時)の記録から、２万 8,000 円とすること

が妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



  

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4019 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年３月 20 日から同年７月 24 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格の取得日に係る記録を同年３月 20 日に、同資格の喪失日に係る記録を

同年７月 24 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月２日から 44 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 44 年 10 月１日から 48 年４月１日まで 

    私は、昭和 42 年３月から 44 年９月までＡ社に勤務していたが、その

期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に一緒に入社した友人には

記録がある。 

    また、昭和 44 年 10 月から 48 年３月末までＢ区にあったＣ社に勤務

していたが、その期間の厚生年金保険の加入記録も無い。同社の所在地、

社長及び同僚の名前を覚えている。それぞれの会社に勤務していたのは

間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同日に入社し、同時期に退職したとする同僚のＡ社における被

保険者期間が昭和 42 年３月 20 日から同年７月 24 日までの期間となって

いることから、申立人は申立期間のうち、同年３月 20 日から同年７月 24

日までの期間において、同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

   また、上記の同僚は、「申立人とは業務内容や勤務形態は同一であっ

た。」旨を述べている上、申立人及び複数の同僚が述べる当時のＡ社の従



  

業員数とオンライン記録上の厚生年金保険被保険者数がおおむね一致する

ことから、当時、同社においては、ほぼすべての従業員が厚生年金保険に

加入していたと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年

３月 20 日から同年７月 24 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 42 年３月２日から同年３月 20 日までの

期間及び同年７月 24 日から 44 年 10 月１日までの期間については、上記

の同僚は、「当該期間においても、自身及び申立人はＡ社に勤務してい

た。」と述べているものの、当該同僚も当該期間においては同社において

は被保険者となっていない上、ほかの同僚からは、申立人の当該期間にお

ける勤務実態をうかがえる供述を得ることができず、このほかに申立人の

当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認できる関連資

料、周辺事情は見当たらないことから、申立人は、当該期間について、厚

生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

   また、昭和 42 年３月から同年６月までの標準報酬月額については、上

記の申立人と同日に入社し、同一の業務に就いていたとする同僚のＡ社に

おける当該期間の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とするのが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主に確認することはできないが、申立期間の事業所別被保険

者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険

事務所の記録が失われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のい

ずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るこ

とは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係

る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 42 年３月から同年６月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   他方、申立期間②について、申立人は、Ｃ社の所在地、事業主及び同僚

の名前を記憶していることから、期間は特定できないものの、申立人が同

社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録において、Ｃ社は厚生年金保険の適用事

業所でないことが確認できる。 

   また、Ｃ社の元事業主に対して文書で照会したが、回答を得ることがで

きず、当該期間に係る申立人の厚生年金保険の適用状況や保険料控除につ

いて確認することはできない。 

   このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について



  

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4020 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ会における申立期間に係る船員保険被保険者の資格取得日は

昭和 20 年９月 26 日であると認められることから、船員保険被保険者の資

格取得日に係る記録を同年９月 26 日に訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額は、昭和 20 年９月から 21 年１月までは

100 円、同年２月及び同年３月は 250 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年９月 26 日から 21 年４月１日まで 

    船員保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、被保

険者記録は昭和 21 年４月１日からであり、それ以前のＡ会に船員とし

て所属していた申立期間の記録は無いとの回答だった。 

    申立期間については、Ｂ校を昭和 20 年９月 25 日に卒業した翌日にＡ

会に採用され、５か月間自宅待機した後の 21 年２月 23 日に初乗船した。

20 年４月１日の船員保険法改正により、予備船員制度が創設されたこ

とから、申立期間においても被保険者となるはずなので、Ａ会の船員保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持しているＣ社（Ａ会の後継事業所）が証明した履歴証明書

及び船員手帳の「乗船履歴」により、申立人が申立期間において同会に勤

務していたことが認められるが、オンライン記録では、申立人の同会にお

ける資格取得日は昭和 21 年４月１日となっている。 

   一方、Ａ会に係る船員保険被保険者名簿には、申立人の資格取得日欄に

昭和 24 年 11 月１日、職務欄に 20 年９月 26 日と記載されており、オンラ

イン記録における資格取得日と一致しない上、21 年４月１日という日付

の記載は無い。 

   また、当該被保険者名簿には、申立人と同様に資格取得日欄に昭和 24

年 11 月１日、職務欄に 20 年９月 26 日と記載されている被保険者が多数

確認でき、このうち、Ｂ校の同期生７名のオンライン記録における船員保



  

険被保険者の資格取得日を調査したところ、20 年６月 26 日が１名、同年

９月 26 日が５名、21 年４月１日が１名となっており、当該被保険者名簿

の資格取得日とオンライン記録が一致していないことが確認できるが、こ

のことについて、事務センターでは、原因は不明としている。 

   さらに、Ｂ校同期生７名のうち４名の同僚によると、「繰り上げ卒業後、

乗船するまでの間は待機期間があり、当該期間中は月給 90 円が支払われ

ていた。保険料の控除もあったと思う。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人のＡ会における被保険者記録が適

正に管理されていたものとは考え難く、申立人の同会における船員保険被

保険者の資格取得日は、申立人が同会に入社した昭和 20 年９月 26 日であ

ると認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 20 年９月から 21 年１

月までは、申立人と同様にＢ校卒業後、Ａ会に採用された同僚の申立期間

に係る社会保険事務所の記録から 100 円とし、同年２月及び同年３月は、

申立人の所持する船員手帳の記録から 250 円とすることが妥当である。 



  

神奈川厚生年金 事案 4021 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年５月１日から 33 年４月 29 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格の取得日に係る記録を 32 年５月１日に、同資格の喪失日に係る記録を

33 年４月 29 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、32 年５月から同年

９月までは 4,000 円、同年 10 月から 33 年３月までは 5,000 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年３月ごろから 33 年４月 29 日まで 

    私は、中学校を卒業後、Ａ社に昭和 31 年３月ごろから 34 年４月 28

日まで勤務していた。同社には中学校の先生の紹介で、ほかの２名の同

級生と一緒に入社した。 

    私と同級生のうち１名は住み込みだったので、Ｄ市の支店には、１週

間交代で、自転車で荷物を運んで通っていた。Ｅ社に勤める前にＡ社で

働いていたので、厚生年金保険に加入していないのはおかしい。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚及びＡ社の事業主の証言から、申立人が申立期間において同

社に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人の中学校の同級生で、同時期にＡ社に入社し、同じ業務に

従事していたとする同僚２名は、同社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た昭和 32 年５月１日に被保険者資格を取得している。 

   さらに、申立人及び複数の同僚が証言した当時の従業員数とオンライン

記録から確認できるＡ社の厚生年金保険被保険者数はおおむね一致してお



  

り、同社は当時、ほぼすべての従業員を厚生年金保険に加入させていたも

のと考えられる。 

   一方、Ａ社は、昭和 32 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所となっ

ており、同日以前は厚生年金保険の適用事業所となっておらず、当該期間

に勤務していたとする複数の同僚に照会したものの、給与から厚生年金保

険料が控除されていた旨の供述がなかったことから、申立人が厚生年金保

険被保険者として、申立期間のうち 31 年３月ごろから 32 年５月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 32 年５

月１日から 33 年４月 29 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、上記同僚の標準報酬月額の

記録から、昭和 32 年５月から同年９月までは 4,000 円、同年 10 月から

33 年３月までは 5,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、当該期間の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿において、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、

申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたと考えられない上、

仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合に

は、その後被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失届を提出す

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておら

ず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 32 年５月から 33 年

３月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4022 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｅ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 48 年７月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年６月 30 日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 46 年６月から 51 年８月までＡ社Ｂ工場に勤務していたが、

同社からＣ社に転籍となった 48 年６月 30 日から同年７月１日までの厚

生年金保険の加入期間が欠落しているので、被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、同僚の証言及び適格退職年金の退職一時金支払通

知書から、申立人は、申立期間において申立てに係るグループ会社に継続

して勤務していたことが認められる。 

   また、複数の同僚は、昭和 48 年７月１日にＡ社からＣ社に転籍した際、

勤務場所や業務内容に変更は無く、給与額の増減も無く、厚生年金保険料

は控除されていたはずであると証言している。 

   さらに、Ａ社及びＣ社の社会保険事務を一括管理しているＤ社（Ｃ社の

後継会社）の現在の監査役は、同社では上記の適格退職年金に加入してい

る者はすべて正社員であるため、厚生年金保険料を控除していた可能性が

ある旨を述べている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和



  

48 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は、資料が無いため不明としているが、事業主が、

申立人の資格喪失日を昭和 48 年７月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを誤って同年６月 30 日と記録することは考え難いこ

とから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4023 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 31 年７月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年６月 30 日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 31 年７月１日付けで、Ａ社から親会社のＢ社本社に転勤

した。当時のＡ社の担当者が厚生年金保険被保険者の資格喪失日を離職

した同年６月 30 日の翌日の同年７月１日とすべきところを離職日で届

出したため、被保険者期間が１か月空白となった。申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社保管の人事台帳の記録及びＣ社の回答から判断すると、申立人は、

申立てに係るグループ企業に継続して勤務し（昭和 31 年７月１日にＡ社

からＢ社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

31 年５月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、8,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和

31 年７月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこ

れを同年６月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を厚生年金保険の被保険者資格喪失日として届け、その結果、社会保



  

険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



  

神奈川厚生年金 事案 4024 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月１日から 41 年８月 31 日まで 

    社会保険事務所（当時）に年金記録を確認したところ、申立期間につ

いては、昭和 46 年３月２日に脱退手当金が支給されていることを知っ

た。 

    全く身に覚えも無く、脱退手当金を受け取った記憶も無いので、当該

期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、オンライン記録によれば、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約４年６か月後の昭和 46 年３月２日

に支給決定されたこととなっており、事業主が申立人の委任を受けて代理

請求したとは考え難い。 

   また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被

保険者台帳記号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであ

り、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立

人は昭和 42 年４月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退

手当金の請求を行ったとは考え難い。 

   さらに、申立人は、脱退手当金の支給時期である昭和 44 年４月から 51

年３月まで国民年金に加入し国民年金保険料を納付していることを踏まえ

ると、当時脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4025 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成８年３月から９年９月

までは 47 万円、同年 10 月から 10 年７月までは 50 万円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月１日から 10 年８月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、平成８年３月から 10 年７月までの

オンライン記録の標準報酬月額と、給与から控除されていた厚生年金保

険料に見合う標準報酬月額に相違がある。申立期間の標準報酬月額を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成８年３月から同年９月までの期間、同年 12 月か

ら９年４月までの期間及び同年６月から 10 年７月までの期間について、

申立人の保管する給与明細書により、申立人がその主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確

認できる。 

   また、申立期間のうち、平成８年 10 月、同年 11 月及び９年５月につい

ては、給与明細書は無いものの、いずれもその前後の期間の保険料控除額

に見合う標準報酬月額が 47 万円であることが確認できる上、賃金体系

（本給、諸手当、時間外・休出手当等）に変化は見られないことが確認で

きる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、その主張



  

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額は、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われることから、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額か、申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内のいずれか低い方を認定することとなる。 

   したがって、給与明細書及び前記の賃金体系から判断される保険料控除

額から、平成８年３月から９年９月までは 47 万円、同年 10 月から 10 年

７月までは 50 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、給与明細書等において確認で

きる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所

（当時）で記録されている標準報酬月額が、平成８年３月から 10 年７月

までの申立期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、給

与明細書等で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届

け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4026 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち昭和 36 年 10 月４日から 37 年４月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格

の喪失日に係る記録を同年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

１万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年 10 月４日から 37 年４月１日まで 

             ② 昭和 38 年１月 12 日から同年 12 月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社とＢ社（現在は、Ｃ

社）に勤務していたが、勤務した期間と比較して厚生年金保険の加入期

間が短い。Ａ社については、昭和 37 年３月 31 日まで勤務していたのに、

後半の 36 年 10 月４日から 37 年４月１日までの６か月間の被保険者記

録が無い。これは同社Ｄ工場から同社Ｅ店に異動した時期に当たる。Ｂ

社については、勤務した始めの 38 年１月から同年 11 月までの 11 か月

間の被保険者記録が無い。記録の調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録では、申立人は、Ａ社において昭

和 36 年 10 月４日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しているが、同社Ｅ

店の勤務状況及び同社を退社してからＢ社に勤務するまでの申立人の鮮明

な記憶及びＡ社Ｅ店で一緒に勤務していた同僚の｢申立人はＡ社Ｅ店では

Ｆ職の下働きであったが、同社Ｄ工場から転勤してきた正社員であっ

た。｣という証言から、申立人が、申立期間①において、同社Ｅ店に正社

員として勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社は申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日が記載された



  

資料を保管していること、及び同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿から抽出した複数の同僚が、「自分は正社員であった。」としている

ことから、同社においては、正社員は厚生年金保険被保険者であったと考

えられるところ、申立人は、申立期間①は同社Ｄ工場から同社Ｅ店に異動

（転勤）し、それまで勤務していたＧ部門からＦ勤務に変わったとしてい

るが、同社は、「異職種間の人事異動（転勤）は行われており、異動によ

って初めての職種に就いても雇用形態が変わることは無く、賃金について

も基本給は変わらない。」、「異動（転勤）によって非正規社員が正規社

員になることはあるが、その逆は無い。」と供述している。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から抽出した複

数の同僚に当該事業所の異動（転勤）について照会したところ、「異職種

間の異動(転勤)はあった。」、「異動（転勤）によって初めての業務に就

いたからといって見習社員の扱いや試用期間の扱いをすることは無い。正

社員であった者は正社員のままだ。」と供述している。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は申立期間①において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における昭和 36 年

９月のオンライン記録から１万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かにについては、事業主は不明としており、このほかにこれを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間②について、Ｃ社Ｈ支社発行の経歴証明書から、申立人が臨時

雇用員としてＢ社Ｉ事業所に在籍していたことは確認できる。 

   しかしながら、Ｂ社が雇用する試用員、臨時雇用員に対する社会保険の

事務処理については、事務処理規程により、昭和 38 年 12 月１日以降、Ｂ

社の各事業所ごとに厚生年金保険の適用事業所となり、当該事業所におい

て臨時雇用員として勤務し、勤務日数等の条件を満たしていた者について

は、厚生年金保険の被保険者となることができるようになったものである。 

   また、オンライン記録によると、Ｂ社Ｉ事業所が厚生年金保険の適用事

業所となったのは、昭和 38 年 12 月１日であり、申立期間は適用事業所で

ないことが確認できる。 

   さらに、Ｂ社Ｉ事業所の新規適用日である昭和 38 年 12 月１日に資格を



  

取得した者は、申立人を含め 2,800 名近くいることが当該事業所の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿から確認できる。 

   加えて、上記の名簿から複数の被保険者を抽出し厚生年金保険の被保険

者記録を確認したところ、新規適用日（昭和 38 年 12 月１日）より前にＢ

社Ｉ事業所において被保険者期間がある者はいなかった。 

   このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4027 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、Ａ社における平成 19 年 12 月 12 日の標準賞与額に係る記録を 37 万

4,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 12 日 

    私は、Ａ社に勤務していた平成 19 年 12 月の賞与について、厚生年金

保険料を控除されて支給されたにもかかわらず、厚生年金保険の記録に

はこの時の標準賞与額の記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記の賞与明細書から 37 万

4,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務を履

行したか否かについては、事業主は申立期間に係る賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に提出しておらず、保険料も納付していないとしているこ

とから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 19 年 12 月 12 日の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立

期間に係る申立人の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4028 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を平成 19 年 11 月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 30 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 10 月 11 日から同年 11 月１日まで 

    私は、平成４年４月１日から 19 年 10 月 31 日までＡ社に勤務してい

たが、厚生年金保険の被保険者記録では、同年 10 月 11 日に資格を喪失

となっていたため、同社に確認したところ、同年 10 月の厚生年金保険

料は給与から控除したとの説明を受けたので、申立期間を被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録から、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していた

ことが認められる。 

   また、Ａ社から提出された平成 19 年 10 月分の給与明細書から、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   さらに、申立期間の標準報酬月額については、上記の給与明細書から

30 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、給与明細書で保険料を控除していたことが確認できる

ことから、控除した厚生年金保険料を納付したはずであると主張している

ところ、年金事務所が保管する申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険

者資格喪失届によると、申立人の資格喪失日は平成 19 年 10 月 11 日と記



  

載されていることから、事業主は同日を申立人の資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年 10 月の保険料

について納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4029 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 49 年 10 月 31 日から同年 11 月１日までの期間に

ついて、事業主は、申立人が同年 11 月１日に厚生年金保険被保険者資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認めら

れることから、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日

に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、18 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年 12 月１日から 49 年３月 10 日まで 

             ② 昭和 49 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 38 年９月 26 日にＡ社に入社し、Ｄ店の店長を務めていた。

会社は、47 年 12 月にＢ社に変わり、さらに 49 年 11 月にＣ社に変わっ

たものの、50 年 11 月 14 日まで同じＤ店に勤務していた。厚生年金保

険の記録によると、Ｂ社に勤務していた 47 年 12 月１日から 49 年３月

10 日までの期間及び同年 10 月 31 日から同年 11 月１日までの期間が厚

生年金保険の被保険者となっていないとのことだが、ずっと同じＤ店に

勤務しており納得できないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、Ｅ厚生年金基金の回答及び同僚の供述から、申立

人がＢ社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、Ｅ厚生年金基金は、「申立人は、Ｂ社において、昭和 49 年３月

10 日に加入員資格を取得し、同年 11 月１日に同資格を喪失している。ま

た、申立期間当時は、社会保険事務所への届出書と当基金への届出書は、

複写式であった。」と回答している。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する昭和 49 年

11 月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事



  

務所に行ったことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭和

49 年９月の社会保険事務所の記録から、18 万円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①について、申立人は、当時の業務内容等について具体

的に記憶している上、申立人と同じＤ店に勤務していたとする同僚が、申

立人が当該期間も店長としてずっと勤務していたと証言していることから、

申立人が当該期間においてＢ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人は、Ｆ職及びＧ職など 20 名ほどがＡ社からＢ社に移っ

たとしているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、

申立人を含め 13 名が 47 年 12 月１日に同社の被保険者資格を喪失してい

るが、同日にＢ社における厚生年金保険の被保険者資格を取得した者はい

ない。 

   また、前記 13 名のうち５名は申立期間①に国民年金に加入している上、

そのうちの１名は、国民年金に加入していることについて、「経営がＢ社

に変わった時は、社会保険に加入できなかったので、国民年金に加入した。

厚生年金保険料は給与から控除されていない。」と述べている。 

   さらに、Ｂ社の当時の事業主は、連絡先が不明であるため、申立人の申

立期間①における厚生年金保険料の控除について聴取できない。 

   加えて、Ｅ厚生年金基金は、「申立人が申立期間①において、Ｂ社の加

入員の資格を取得した記録は無い。」と回答している上、同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人は、昭和 49 年３月 10 日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得しており、申立期間①において申立人の

名前の記載は無い。 

   このほか、厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として

申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4030 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 35 年 11 月 19 日に、同資格

の喪失日に係る記録を同年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年 11 月 19 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 32 年４月１日にＡ社に入社してから、60 年 12 月に名称

変更後のＣ社を退社するまで、同一の会社に継続して勤務し、厚生年金

保険料をはじめ社会保険料が給与から控除されていたのに、35 年 11 月

の厚生年金保険の加入記録が欠落している。この時期は、Ａ社Ｄ支店か

ら同社Ｂ支店に転勤したころである。調査をして、欠落している同年

11 月を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社及びＣ社の後継企業であるＥ社から提出された在籍証明書及び同社

の社会保険事務担当者の供述から判断すると、申立人が申立期間にＡ社に

おいて継続して勤務し(同社Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動、Ｂ支店から本

店への組織改正に伴う社会保険適用上の異動)、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、初めの異動日については、申立人は、「発令日から２週間以内に

着任しなければならないので 11 月中旬に転居した。」としていることか

ら、昭和 35 年 11 月 19 日の異動であったと推認できる上、後の異動日に

ついてはオンライン記録から、Ａ社Ｂ支店は、廃止に伴い同年 12 月１日

に厚生年金保険の適用事業所でなくなり、同日にＡ社(本社)として発足し、



  

適用事業所となったことに伴う異動であることが確認できる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

35 年 12 月のオンライン記録から、３万 3,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得届が提

出された場合には、その後被保険者資格の喪失届も提出する機会があった

こととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届

出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業

主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 35 年 11 月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、Ａ社における平成 16 年８月２日の標準賞与額に係る記録を 92 万

3,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年８月２日 

    私は、Ａ社に勤務している間の平成 16 年８月２日に支給された賞与

から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、厚生年金保険の

記録には記載されていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している平成 16 年８月２日の賞与支給明細書から、申立

人は、申立期間において、その主張する標準賞与額に相当する厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は申立人の申立期間に係る賞与については、賞与支払届を

社会保険事務所（当時）に提出していないことを認めており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4032 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における厚生年

金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 58 年７月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を 26 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年６月 30 日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 43 年４月から 61 年１月まで、Ａ社に継続して勤務してお

り、途中で辞めたことは無い。 

    厚生年金保険の被保険者記録では、申立期間の記録が欠落しているが、

同一会社内の転勤であるので欠落が生じるはずがない。調査の上、欠落

が無いように訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した給与明細書、Ａ社から提出された人事記録及び雇用保

険の記録により、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 58 年７月１日に

同社Ｂ事業所から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明細書

において確認できる厚生年金保険料控除額から 26 万円とすることが妥当

である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対し誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付

していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人の申立

期間に係る保険料の納入告知を行っておらず(社会保険事務所が納入の告



  

知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。)、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4033 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 10 月１日から４年 11 月 26 日まで 

    私は、社会保険事務所の職員から、標準報酬月額がさかのぼって引き

下げられていると聞いたが、当時、Ａ社からそのような説明を受けたこ

とは無い。 

    当時、私は技術担当取締役として、Ｂ業務に携わっていたが、厚生年

金保険等の事務関係には一切関与していなかった。 

    申立期間の標準報酬月額を、正しい金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、

申立人が主張する 53 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった日（平成４年 12 月 30 日）の後の５年３月８日

付けで、さかのぼって 41 万円に引き下げられている上、このような訂正

処理が申立人を除く５名(うち役員３名)について行われていることが確認

できる。 

   また、Ａ社の商業登記簿謄本によると、申立人は同社の取締役であった

ことが確認できるものの、当時の経理担当者は、「申立人は、取締役であ

ったが、社会保険関係の手続には一切関与していなかった。」と証言して

いることから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような処

理を行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る有効

な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 53 万円に訂正することが

必要と認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4034 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 24 万円に訂正することが必

要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年２月１日から同年９月１日まで 

    私はＡ社に勤務している。ねんきん特別便に記載されている標準報酬

月額が、平成 17 年２月から同年８月までの期間低くなっている。給与

明細書に記載されている厚生年金保険料額は変わらないので、申立期間

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する給与明細書から、申立人は、申立期間について、申立

人が主張する標準報酬月額（24 万円）に相当する厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、誤った標準報酬月額で届出を行ったことを

認めていることから、事業主は、給与明細書で確認できる厚生年金保険料

控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務

所（当時）は、申立人の報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4035 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 46 年 11 月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認めら

れることから、申立期間に係るＡ社における厚生年金保険被保険者資格の

取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、３万 9,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年 11 月１日から 47 年８月１日まで 

    私は、昭和 46 年 11 月にＡ社に入社し、48 年７月まで勤務していた。

しかし、厚生年金保険の記録によると、46 年 11 月１日から 47 年８月

１日までの期間は被保険者となっていないとのことだが、両親が納付し

てくれていた国民年金の保険料が 46 年 11 月から 49 年３月までの期間

について還付されている。これは 46 年 11 月に厚生年金保険の被保険者

資格を取得したことによるものである。被保険者となっていないのは納

得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に入社した経緯、事業所や当時住んでいた寮の場所及び

申立期間当時の業務内容などを詳細かつ具体的に記憶していることから、

申立人が申立期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

   また、申立人の特殊台帳の記録から、昭和 49 年８月７日付けで、申立

人が 46 年 11 月から 49 年３月までの国民年金保険料の還付を受けている

ことが確認できる。 

   さらに、国民年金保険料の還付について、事務センターでは、「国民年

金保険料の還付に当たっては、還付理由の確認を行う必要があり、申立人

が保険料の還付を受けたということは、社会保険事務所が、申立人が申立

期間に厚生年金保険の被保険者であったことを確認したことによるものと



  

考えられる。」と説明している。 

   これらを総合的に判断すると、事業主が申立人の主張する昭和 46 年 11

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所

に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

47 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、３万 9,000

円とすることが妥当である。 

 



 

  

神奈川国民年金 事案 4361 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年 10 月から平成２年２月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から平成２年２月まで 

私は、20 歳を過ぎたときに、当時の勤務先の上司から社会保険料の納付

義務について指導を受け、それ以降、実家近くの社会保険事務所（当時）

で国民年金の加入手続と国民年金保険料の納付を行った。当時は景気も良

かったたので、給料も多い時は手取りで 30 万円を超えたときもあったこと

は憶
おぼ

えているが、納付した保険料額については憶
おぼ

えていない。社会保険事

務所には年に何度か行って、まとめて保険料を納付したはずであり、申立

期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳を過ぎたときに、当時の勤務先の上司から社会保険の加入

は義務であるとの指導を受けたことから、社会保険事務所で国民年金の加入

手続と国民年金保険料の納付を行ったと主張している。 

   しかし、申立人は、国民年金の加入手続時に発行される年金手帳や国民年

金保険料の金額については憶
おぼ

えていないとしているなど記憶が曖昧
あいまい

であり、

国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、オンライン記録では、申立人が厚生年金保険に加入していた記録は

確認できるものの、申立期間当時の申立人の住所地を管轄する社会保険事務

所及び区役所では、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見

当たらないこと、申立人が行ったとする国民年金の加入手続やこれに伴う市

町村名簿への登載、及び国民年金保険料の納付が行われた形跡も見当たらな

いこと、並びに申立人の申立期間当時の勤務先の先輩からの聴取において、

申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる証言も得られなか

ったことを考え合わせると、申立期間について、申立人は、国民年金に加入



 

  

しておらず、保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4362 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 12 月から５年１月までの期間及び７年３月から 12 年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成４年 12月から５年１月まで 

② 平成７年３月から 12年５月まで 

私は、平成 14 年６月に離婚した後に、国民年金の加入手続を行った。そ

の際、国民年金保険料は、２年前までさかのぼって納付できると聞いたの

で、12 年６月の保険料から納付を始めた。15 年３月に再婚した後に、妻が、

12 年６月よりも前の期間の保険料も納付できるのならば納付した方が良い

と言うので、社会保険事務所（当時）に電話したところ、担当者から、

「納付していただけるのであれば、今からでも十分できる。未納期間分の

納付書を郵送する。」と言われ、納付書を郵送してもらった。12 年６月か

ら 15 年３月までの保険料を納付し終えた後に、私又は妻が、申立期間①及

び②のうちの２、３か月分の保険料及び納付する月の現年度分の保険料を

金融機関で納付してきたが、申立期間の保険料の納付がなかなか終わらな

いので、最後は、妻が、まとめて納付した。申立期間①及び②の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人又はその妻が、申立期間①及び②の国民年金保険料及び

その保険料を納付する月の現年度分の保険料を一緒に納付してきたと主張し

ているところ、平成 15 年４月以降の保険料は、現年度納付されていること

が、オンライン記録により確認でき、仮に申立期間①及び②の保険料が一緒

に納付されていたとすれば、その保険料だけが長期間にわたり記録漏れとな

ることは考えにくい。 

   また、申立人は、申立人又はその妻が、申立期間①及び②の国民年金保険



 

  

料を納付してきたが、納付がなかなか終わらないので、最後は、その妻が、

まとめて納付したと主張しているところ、平成 14 年 12 月から 15 年２月ま

での期間及び同年４月から 16 年３月までの期間の合計 15 か月の保険料が、

16 年２月にまとめて納付されていることが、オンライン記録により確認でき

ることから、その妻がまとめて納付したのは、当該期間の保険料であると考

えるのが自然である。 

   さらに、申立人の妻は、平成 15 年３月に結婚して１年ぐらい経ってから申

立期間①及び②の国民年金保険料の納付を始めたと述べているが、その当時

は、基礎年金番号に基づき、保険料の収納事務の電算化が図られていたこと

から、金融機関や行政機関において、事務処理に不手際があったとは考え難

い。 

   加えて、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4363 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10 年８月から 11 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 10年８月から 11年１月まで 

私は、国民年金の加入手続を行った記憶は無いが、国民年金保険料の催

告状が何度も市役所から送られてきたので、父親が、私の保険料を納付す

るようになり、私が厚生年金保険に加入するまで保険料を納付してくれた。 

申立期間の国民年金保険料についても、父親が納付しているはずであり、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張し

ているが、申立人自身は、保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の保

険料を納付していたとするその父親は、申立人の保険料の納付を開始した時

期及び納付金額についての記憶が定かではないことから申立期間当時の保険

料の納付状況は不明である。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、基

礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた状

況下において、申立期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考えに

くい。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4364 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 12 年２月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 12年２月から同年 11月まで 

私は、平成 13 年ごろ、市役所の職員に勧められたので、国民年金に加入

した。 

申立期間の国民年金保険料については、納付書により金融機関又はコン

ビニエンスストアで何回かに分けて納付したと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付書により金融機関又はコンビ

ニエンスストアで何回かに分けて納付したと主張しているが、申立期間の保

険料の納付時期、納付回数及び納付金額について、申立人から具体的な回答

を得ることができないことから、申立期間の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、同

番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていたことから、

同期間の記録管理が適切に行われていなかった可能性は低い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4365 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年２月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年２月から 62年３月まで 

私が 20 歳に到達した昭和 60 年＊月ごろ、私の母親が町役場で私の国民

年金の加入手続を行ったと聞いている。申立期間の国民年金保険料につい

ては、私の母親が集金人に毎月納付していたと聞いているにもかかわらず、

申立期間が未加入で保険料を納付していないとされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳に到達した昭和 60 年＊月ごろ、その母親が町役場で申立

人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張して

いるが、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してお

らず、母親は当時の記憶が定かではないことから、申立期間当時の国民年金

の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が現在所持している年金手帳には国民年金の加入手続を行っ

た記載は認められない上、申立人及びその母親は、ほかの年金手帳を見た記

憶は無く、申立期間当時、申立人が居住していた町の被保険者名簿が、その

両親及び妹の分は現存しているにもかかわらず、申立人の分については確認

できないことから、当時、申立人の国民年金の加入手続は行われなかったも

のと推認できる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



 

  

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4366 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 15 年３月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 15年３月から同年 12月まで 

私は、結婚後に夫の被扶養配偶者となり、平成 15 年 12 月ごろ、区役所

で第３号被保険者への切替手続を行った際に、結婚前に勤めていた会社を

辞めたことに伴う厚生年金保険から国民年金への切替えが済んでいないこ

とが分かったので、併せてこの手続も行った。 

国民年金保険料については、過去にさかのぼって支払える限り払おうと

思い、私がまとめて納付した。納付した保険料の金額は 10 数万円ぐらいだ

ったと思う。平成 16 年１月から同年３月までの保険料については、後に還

付を受けた。申立期間が未加入であり、保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 15 年 12 月ごろ、区役所で第３号被保険者への種別変更手

続を行った際、会社を辞めたことによる第２号被保険者から第１号被保険者

への種別変更手続を行っていなかったことが判明し、当該種別変更手続を行

うとともに、申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付したと主張して

いる。 

   しかしながら、申立人が、申立期間の国民年金保険料として納付したとす

る金額は、申立人が提出した「平成 15 年国民健康保険料通知書（写し）」

に記載された金額と一致し、国民健康保険料の納付と誤認していることが推

認できる上、申立人が、第３号被保険者への種別変更手続を行った時期につ

いても、オンライン記録から、平成 16 年２月から同年３月までの間と推定

でき、申立人はさかのぼって同年１月１日付けで第３号被保険者とされてい

ることが確認できることから、15 年 12 月ごろに申立期間の保険料を納付し



 

  

たとする申立人の主張は不合理である。 

   ちなみに、申立人は、申立期間後引き続き納付していた平成 16 年１月から

同年３月までの国民年金保険料については、後に還付を受けたとも述べてい

るが、前述したように、申立人は、同年１月１日にさかのぼって第３号被保

険者となり、その夫の健康保険の被扶養者と認定されており、これに伴い、

国民健康保険の被保険者資格を喪失し、納付済みであった同年１月から同年

３月までの国民健康保険料の還付を受けたものと考えられる。 

   また、国民年金保険料の収納事務が国に一元化された平成 14 年４月以降に

おいては、社会保険事務所（当時）が発行する納付書の作成・発行、収納機

関からの納付通知の電子的実施等、事務処理の電算化が一層促進されたこと

を踏まえると、オンライン記録において、申立人が申立期間において国民年

金に加入しておらず、国民年金保険料を納付していないこと、16 年１月から

同年３月の保険料が還付された形跡がないことについて、誤りがあったとは

考え難い。 

   さらに、オンライン記録では、申立人には、申立期間以外にも国民年金へ

の未加入期間が散見され、その都度、加入手続を促す通知が発出されている

ことが認められることを考え合わせると、申立人は、申立期間について、国

民年金に加入しておらず、国民年金保険料を納付することができなかったと

考えるのが自然である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4367 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年３月から８年７月までの期間及び９年９月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成６年３月から８年７月まで 

② 平成９年９月 

私は、最初に勤めた会社を退職した後、平成６年４月か５月ごろに、母

親に勧められたため、区役所で国民年金の加入手続を行い、いつかは憶
おぼ

え

ていないが、申立期間①の国民年金保険料を、区役所の窓口で、まとめて

納付したにもかかわらず未加入とされていることに納得できない。 

その後、次に勤めた会社を退職したとき、私は、国民年金の加入手続を

行っておらず、申立期間②の国民年金保険料を納付していないことは憶
おぼ

え

ているが、保険料が納付されている可能性もあるかもしれないので、調べ

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成６年４月か５月ごろに、国民年金の加入手続を行い、いつ

かは憶
おぼ

えていないが、申立期間①の国民年金保険料を、区役所の窓口でまと

めて納付したと述べているが、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納

付に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、申立期間②についても、申立人自身は、国

民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていないと述べており、国民年金

の加入を勧めたとするその母親からも証言が得られず、申立期間①及び②の

国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人には、厚生年金保険被保険者記号番号が払い出されているこ

とは確認できるものの、国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らない上、申立人がこれまで所持する２冊の年金手帳には、国民年金に関す

る記載が無いことから、申立期間①及び②は、国民年金の加入の届出がなさ

れておらず、未加入期間であり、申立人は、国民年金保険料を納付すること



 

  

ができない期間である。 

   さらに、申立期間①の国民年金保険料をまとめて納付したとする金額は、

実際に納付した場合の金額と大きく相違している。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4368 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から 61年３月まで 

私が妊娠中であった昭和 60 年 10 月ごろに、夫が、区役所で私の国民年

金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料をまとめて納付してくれ

た。申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 60 年 10 月ごろに、その夫が、区役所で申立人の国民年金

の加入手続を行ったと主張しているが、申立人自身は、国民年金の加入手続

に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行ったとするその夫

は、国民年金の加入手続を行った後に年金手帳を受け取った記憶は無いと述

べるなど、申立期間当時の国民年金の加入状況は不明である。 

   また、申立人が所持する年金手帳を見ると、申立人の国民年金の被保険者

資格取得時期は、昭和 61 年４月とされていることが確認でき、オンライン

記録でも同年同月に被保険者資格を取得していることが確認できることから、

申立期間は国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年５月に払い出されて

いることが確認でき、申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を通

じて、同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4369 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 15 年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 15年１月及び同年２月 

私は、平成 14 年９月ごろに、夫が勤務していた会社が倒産したため国民

年金の第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続を行った。そ

の後、職場に隣接していた金融機関の出張所において、自宅に送られてき

た納付書により、国民年金保険料を毎月納付していたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 14 年９月ごろに、国民年金の第３号被保険者から第１号柀

保険者への種別変更手続を行い、その後、職場に隣接していた金融機関の出

張所において、自宅に送られてきた納付書により、国民年金保険料を毎月納

付していたと主張しているが、同年同月から申立期間直前の同年 12 月まで

の保険料は、15 年２月にまとめて納付されていること、及び申立期間直後の

同年３月の保険料は、16 年８月に納付されていることが、オンライン記録に

より確認できることから、申立人の主張と一致しない上、申立人は、申立期

間の保険料の納付時期についての記憶が定かではないことから、申立期間当

時の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、基

礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていたこ

とから、申立期間の記録管理が適切に行われていなかった可能性は低い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4370 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 11 年１月から同年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 11年１月から同年４月まで 

私の国民年金については、詳細は記憶していないものの、平成 11 年１月

に会社を退職した後、私の母親が加入手続を行ったものと思われる。国民

年金保険料については、私が同年５月に再就職して厚生年金保険の被保険

者となるまでの期間の分を、母親がまとめて納付したと思う。納付した金

額は、10 万円以上であり、強く記憶に残っているにもかかわらず、申立期

間が未加入で保険料を納付していないとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 11 年１月に会社を退職した後、その母親が国民年金の加入

手続を行ったはずであると主張しているが、申立人は、国民年金の加入手続

及び国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、その母親も、申立人によ

れば、当時の記憶が定かではないことから、国民年金の加入状況及び保険料

の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、「申立期間の国民年金保険料として、10 万円以上をまと

めて納付した。」としているが、その金額は申立期間について実際に納付し

た場合の保険料額と大きく相違している。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4371 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から平成３年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から平成３年１月まで 

私は、大学を卒業した昭和 60 年４月ごろ、母親に勧められ、区役所で国

民年金への加入手続を行った。国民年金保険料については、送付されてき

た納付書を用い、自宅近くの郵便局又は銀行で納付したはずである。現に

未納の通知を平成５年３月に受けており、この際に未納とされた３年２月

の保険料を納付書により納付したので、保険料の未納は無いはずである。

きちんと保険料の納付を行っていたにもかかわらず、申立期間が未納とさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、大学を卒業した昭和 60 年４月ごろに、母親に勧められて国民年

金の加入手続を行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号が平

成４年 12 月に払い出され、国民年金の加入手続時期もその前後と推認され

ること、及び申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を通じて同一

区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出された事情もうかがえない

ことを考え合わせると、申立内容は不自然である。 

   また、申立人は、平成５年３月に国民年金保険料の納付勧奨通知により納

付を求められたのは３年２月の保険料であるから、同年１月以前の保険料に

未納は無いと主張している。しかしながら、申立人が提出した平成５年３月

８日作成の「国民年金集合徴収（年金相談）案内状」の写しには、２年４月

から３年１月までの期間の保険料については、「時効消滅又は第３号未納」

と記載されており、申立人は、当該期間について、厚生年金保険等の被用者

年金被保険者の妻ではなかったことが確認できることから、５年３月時点で

は、既に時効により保険料納付義務が消滅していたと考えられる。 



 

  

   さらに、前述のとおり、申立人が国民年金の加入手続を行った時期が平成

４年 12 月前後であることを考え合わせると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたとは考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4372 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から同年３月まで 

私は、結婚準備のため昭和 52 年１月に会社を退職後、国民健康保険の手

続を行ったが、国民年金の加入手続を行わなかったことを憶
おぼ

えている。結

婚に伴い同年４月に転居した後、母親から「国民年金の納付書が届いたの

で、納付しておいた。」と言われたので、国民年金の加入手続も同年同月

か同年５月ごろに行ってくれたと思う。申立期間の国民年金保険料につい

ては、母親が納付してくれたはずなので、未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚に伴い昭和 52 年４月に転居した後、母親から「国民年金の

納付書が届いたので、納付しておいた。」と言われたので、国民年金の加入

手続も同年同月か同年５月ごろに行ってくれたと思うと述べている。 

   しかしながら、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付

に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付した

とする申立人の母親は、既に亡くなっており、申立人もその母親から詳しい

ことを聞いた記憶も無いことから、申立期間当時の国民年金の加入状況及び

保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、昭和 52 年４月以降、結婚に伴い別の市へ転出しており、

申立人の母親が実家の所在する市で、申立人の国民年金の加入手続を行った

とは考え難い上、申立人の国民年金手帳記号番号は、54 年６月に払い出され

ているもののみであり、申立人の実家が所在する市で、別の手帳記号番号が

払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4373 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年 12 月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年 12月から 51年３月まで 

私は、成人時には大学生のため国民年金への加入は、任意であったが、

母親が私の国民年金の任意加入手続を行った。 

申立期間の国民年金保険料についても、母親が市役所で納付書に現金を

添えて母娘二人分の保険料を一緒に納付していたのに、私の申立期間の保

険料のみが未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 46 年＊月ごろに、母親が申立人の国民年金

の任意加入手続を行うとともに、申立期間の国民年金保険料を納付したと主

張している。 

   しかし、申立人が所持している年金手帳から、昭和 46 年＊月＊日付けで被

保険者資格を取得していることが確認でき、その資格は任意加入ではなく、

強制加入とされている。強制加入の場合には、国民年金の被保険者資格取得

年月日は、実際の加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日までさか

のぼることとされているため、当該資格取得日をもって、国民年金の加入手

続日や保険料の納付が始まった時期を特定するものではない。 

   また、申立人の所持する年金手帳は、昭和 49 年 11 月以降に発行された様

式であり、申立人及びその母親も別の様式の国民年金手帳の交付を受けた憶
おぼ

えが無いとしていることに加え、申立期間について同一の市に居住しており、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる形跡も見当た

らないことから、申立人は 46 年＊月ごろに国民年金に任意加入したとは考

え難い。 

   さらに、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金



 

  

手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の資格取得日から、

昭和 51 年３月 25 日以降と推認される。これに対して、申立人の国民年金の

加入手続を行ったとする申立人の母親は、同年７月に申立人の結婚が控えて

おり、このような時期に加入手続をすることは無いとしているが、加入手続

後にさかのぼって国民年金保険料を納付したとする主張が無いことに加え、

納付方法について、申立人の母親が市役所で母娘二人分の保険料を納付した

と述べていることを踏まえると、申立人が申立期間の保険料を納付していた

との心証を得るには至らず、申立人の母親が申立人の分と一緒に母娘二人分

の保険料の納付を始めたのは、昭和 51 年度以降と考えるのが合理的である。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4374 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から４年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年３月まで 

大学生は、国民年金へ強制加入となったため、平成３年４月ごろ、私の

両親のどちらかが私の国民年金の加入手続を役場で行った。 

申立期間の国民年金保険料については、私の母親が役場か郵便局で納付

したと聞いたことがあるが、平成８年に死亡しているため、どのように納

付したかについては分からない。私の母親は、国が決めたことだからと、

母親の障害年金から私の保険料を納付していたと聞いたことがある。国か

らの強制なので、納付していなかったとは考えられず、申立期間が未加入

で保険料を納付していないとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年４月から制度改正により 20 歳以上の学生が国民年金に

強制加入とされたことから、申立人の両親のどちらかが当時大学生であった

申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料については、申立人の

母親が納付していたと述べている。 

   しかし、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接

関与していない上、申立人の国民年金の加入手続を行ったとするその父親は、

「申立人の国民年金の加入手続は母親が行ったと思う。」と述べているなど

記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人の保険料の納付を行ったとする申立人の母親は、

既に他界していることから、申立期間当時の国民年金の加入手続及び保険料

の納付状況は不明である。 

   また、申立期間について、申立人の住所地における国民年金手帳記号番号

の払出簿の縦覧調査を行ったが、申立人の手帳記号番号は見当たらず、申立

期間は、国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を納付することがで



 

  

きない期間であったと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（確定申告書、預金通帳等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4375 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10 年 12 月から 11 年３月までの期間及び同年 12月から 12 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 10年 12月から 11年３月まで 

② 平成 11年 12月から 12年３月まで 

私が 20 歳になった平成 10 年＊月ごろ、母親が、私の国民年金の加入手

続を行い、その後、私が就職するまで、私の国民年金保険料を納付してく

れていた。私は、母親が保険料を納付してくれていたはずなのに、申立期

間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間①及び②の国民年金保険料の

納付に直接関与しておらず、申立人の加入手続及び同期間の保険料を納付し

ていたとするその母親は、加入手続及び保険料を納付した時期や場所をはっ

きり憶
おぼ

えていないなど、申立期間当時の加入状況及び保険料の納付状況は不

明である。 

   また、申立期間①及び②は、平成９年の基礎年金番号導入後の期間であり、

同番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていることか

ら、同期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   さらに、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①及び②の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4376 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 42 年 12 月までの期間及び 43 年１月から 44 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 42年 12月まで 

② 昭和 43年１月から 44年３月まで 

私は、夫の国民年金保険料の集金人から勧められて国民年金に加入した

が、時期については思い出せない。その際、このまま保険料を納付し続け

ても、将来、国民年金を受給するには、期間が不足すると言われたので、

保険料をさかのぼって納付した。さかのぼって納付した額についての記憶

は無いが、国民年金の被保険者資格の取得日が昭和 36 年４月１日とされて

いることからも、同年同月までさかのぼって納付をしていると思う。申立

期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、時期や金額を思い出せないが、夫の国民年金保険料の集金人か

らの勧めにより、国民年金に加入し、その際、受給資格期間が足りないため、

さかのぼって保険料を納付したとしている。申立人が国民年金の加入手続を

行った時期は、申立人の国民年金手帳に記載された発行日、及び申立人の国

民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の資格取得日から、昭

和 47 年３月と推認でき、確かに、申立人は、同年同月ごろに国民年金の加

入手続を行い、44 年４月から 47 年３月までの保険料を第１回特例納付及び

過年度納付により、納付していることが確認できる。 

   しかしながら、昭和 10 年生まれの申立人の場合、加入の際、受給資格期間

が足りないため、さかのぼって国民年金保険料を納付したとする申立人の説

明を踏まえると、国民年金の被保険者資格を取得した 36 年４月からの納付

ではなく、加入手続を行った 47 年３月の時点で、未納となっていた保険料



 

  

について、特例納付及び過年度納付をしなければ、60 歳到達時まで保険料を

納付したとしても年金の受給資格期間を満たさないことから、受給資格期間

を満たすために必要な納付月数を考慮し、44 年４月までさかのぼって特例納

付等を行ったと考えるのが自然である。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続を行ったのは、夫の国民年金保険料

の集金人からの勧めによるもの以外には記憶が無いとしていることに加え、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していた 

ことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4377 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 42 年 12 月までの期間及び 43 年１月から 47 年

２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 42年 12月まで 

② 昭和 43年１月から 47年２月まで 

私は、昭和 37 年４月ごろ、仕事の仲間に勧められて、国民年金の加入手

続を行った。資格取得日が昭和 36 年４月１日とされているので、同年同月

から国民年金保険料を納付していると思う。保険料を納付した後、年金手

帳のようなものに四角いシールのようなものを貼
は

っていた記憶がある。 

昭和 43 年１月に転居した後、私のところに来ていた国民年金の集金人に

勧められて妻も国民年金に加入した。この際に、妻は、このまま将来、国

民年金保険料を納付しても、国民年金を受給できないと言われ、年金がも

らえるようにさかのぼって保険料を納付した。私の妻が国民年金に加入後

は、妻が夫婦二人分の保険料を納付していたにもかかわらず、44 年４月か

ら 47年２月までは妻のみが納付済みとされている。 

申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年４月ごろ、国民年金の加入手続を行い、資格取得日が

36 年４月１日とされていることから、同年同月から国民年金保険料を納付し

ており、保険料を納付した都度、年金手帳と思われるものに四角いシールの

ようなものを貼
は

っていた記憶があると主張している。 

   しかし、申立人が国民年金の加入手続は、申立人が１冊しか所持していな

いとしている国民年金手帳に記載された発行日、及び申立人の国民年金手帳

記号番号の前後の番号の任意加入者の資格取得日から、昭和 47 年３月に申

立人の妻と同時に行われたと推認され、申立内容と一致しない上、申立期間



 

  

①当時、申立人が居住していた区において、別の手帳記号番号が払い出され

た形跡は認められない。 

   また、申立人は、国民年金の被保険者資格取得日が昭和 36 年４月１日とさ

れていることから、同年同月から国民年金保険料を納付をしたと主張してい

るが、その日付は、実際の加入手続日とは関係なく、強制加入期間の初日ま

でさかのぼることから、実際に加入手続を行った時期や保険料の納付が始ま

った時期を特定するものではない。 

   さらに、申立人は、第２回特例納付により、昭和 47 年３月の国民年金保険

料を納付していることが確認できるが、12 年生まれの申立人は、47 年３月

の加入時点で、同年同月の保険料を納付しなければ、60 歳到達時まで保険料

を納付し続けたとしても、年金の受給資格期間を満たすことができなかった

ため、受給資格期間を満たすために必要な 47 年３月の保険料のみを特例納

付をしたと考えるのが自然である。 

   一方、申立人の妻は、申立人とともに昭和 47 年３月ごろに国民年金の加入

手続を行った後、自分の 44 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料のみ

について、第１回特例納付及び過年度納付により、納付していることが確認

できるが、昭和 10 年生まれの申立人の妻は、加入手続時点で未納となって

いた保険料のうち、44 年４月から 47 年３月までの保険料について特例納付

及び過年度納付を行い、60 歳到達時まで保険料を納付し続けることで年金の

受給資格期間を満たすことから、受給資格期間を満たすために必要な納付月

数を考慮し、44 年４月までさかのぼって特例納付等を行ったと考えるのが自

然である。 

   以上のとおり、申立人及び申立人の妻は、昭和 47 年３月以前の期間にあっ

ては、それぞれの老齢年金の受給資格を満たすのに必要な月数の国民年金保

険料について、別々の時期にそれぞれ納付していたと考えられることから、

申立人の妻が申立期間②のうち 44 年４月から 47 年２月までの保険料を納付

していることをもって、申立人が当該期間の保険料を納付していたと推認す

ることは困難である。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4378 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年９月から 12 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成７年９月から 12年３月まで 

私は、20 歳になった当時は予備校生であったが、私の母親が、国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料の免除の申請の手続を行ってくれたは

ずであり、その後、大学に進学してからも、毎年母親が免除の申請の手続

を行っていたと思う。ねんきん特別便が届いたときに、私の年金記録につ

いて母親に確認したところ、私の姉や妹と同じように国民年金の手続を行

っていたと聞いていたので、申立期間が未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、その母親が申立人の姉や妹と同じように国民年

金の加入手続及び国民年金保険料の免除の申請を行っていたと主張している

が、その姉と妹のオンライン記録によると、保険料を免除されている期間は

あるものの、未納又は納付済みとなっている期間も複数点在していることか

ら、申立内容と一致しない。 

   また、申請免除については、毎年手続を行う必要があり、複数回にわたる

事務処理を行政機関が続けて誤ることは考え難い。 

   さらに、国民年金保険料の免除の申請を行うに当たり、国民年金の加入手

続を行い国民年金手帳記号番号の払出しを受けなければならないが、申立人

に申立期間を通じて手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料の免除を受けていたことを示

す関連資料（受付控え、メモ等）が無く、ほかに申立期間の保険料の免除を

受けていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4379 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年６月から 56 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年６月から 56年６月まで 

私は、昭和 54 年６月に職場を退職し、56 年７月に次の職場に就職した。 

この間、父親が、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付してくれていた。 

申立期間が未加入で国民年金保険料を納付していないとされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人自身は国民年金の

加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入

手続を行い、保険料を納付していたとするその父親は既に他界していること

から、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明であ

る。 

   また、申立期間当時申立人が居住していた区において、申立人の国民年金

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は見当たらない上、

オンライン記録においても、申立人が申立期間当時国民年金に加入していた

記録は見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間で、国民年

金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



 

  

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4380 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成元年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成元年 12月まで 

私は、昭和 63 年４月に就職した際に、区役所で国民年金及び国民健康保

険の加入手続を行った。その後、銀行又は郵便局で、国民年金保険料を納

付してきたにもかかわらず、申立期間が未加入とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63 年４月に就職した際に、区役所で国民年金及び国民健康

保険の加入手続を行い、銀行又は郵便局で、申立期間の国民年金保険料を納

付してきたと主張しているが、国民年金の加入手続を行った際に、年金手帳

をもらった記憶が無く、申立期間の保険料の納付時期及び納付金額について

憶
おぼ

えていないとしていることから、申立期間当時の国民年金加入状況及び保

険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人が所持する年金手帳では、申立人の国民年金の被保険者資格

取得時期は、平成 13 年５月とされている上、申立期間当時申立人が居住し

ていた区において、国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる形跡は見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間で、

国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4381 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年５月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年５月から３年３月まで 

私の父親は、私が 20 歳になった平成元年＊月に私の国民年金の加入手続

を行った。申立期間の国民年金保険料については、当時、私は短大生であ

ったことから、両親が納付しており、母親から、「あなたの国民年金保険

料は、私が納付しているから、就職したら返しなさい。」と言われた記憶

がある。申立期間が未加入で保険料を納付していないとされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年＊月にその父親が申立人の国民年金の加入手続を行っ

たと主張しているが、申立人は国民年金の加入手続に直接関与しておらず、

申立人の国民年金の加入手続を行ったとするその父親は既に他界しているこ

とから、申立期間当時の国民年金の加入状況が不明である。 

   また、申立人は、その母親から申立期間の国民年金保険料を納付している

ことを聞いたと主張しているが、母親は、｢保険料を納付した憶
おぼ

えは無い。｣

と述べていることから、申立内容と一致しない。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の番号が払い出された 20

歳の被保険者の資格取得日から平成７年５月以降に払い出されていることが

確認でき、申立期間は未加入期間であることから、国民年金保険料を納付す

ることができない期間である上、申立人は申立期間から手帳記号番号の払出

時期を通じて同一市内に居住しており、申立人に別の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4382 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成３年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 63 年＊月に、母親が私の国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間が未加入

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が昭和 63 年＊月に国民年金の加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料を納付していたと述べているが、申立人自身は、申立期

間の国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、その母親

は、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付に関する記憶が曖昧
あいまい

であ

り、当時の状況が不明である。 

   また、申立人は、申立期間当時発行された年金手帳は、現在所持している

年金手帳であると述べているが、同手帳は平成９年以降に交付された手帳で

あり、申立内容と一致しない上、同手帳に記載された年金番号は、共済組合

員に対して、平成９年１月１日に払い出された基礎年金番号であり、申立期

間の国民年金保険料を納付するために必要となる国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらないことから、申立期間は未加入期間で、保険料

を納付することができない期間である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに国民年金の加入手続を行い、申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4383 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 10 月から５年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年 10月から５年３月まで 

私の母親は、区役所からの案内により、私が 21 歳になる平成３年＊月ご

ろに区役所で私の国民年金への加入手続を行った。申立期間の国民年金保

険料についても、私の母親が金融機関で、毎月 9,000 円ぐらいを納付書で

納付していたか、あるいは１年分をまとめて前納していたと聞いている。

申立期間当時の年金手帳や保険料の領収書については、紛失してしまった。 

申立期間が未加入で国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親は、申立期間当時、申立人については、国民年金への加入が

任意であると思っていたことから、申立人が 21 歳となった平成３年＊月ご

ろに国民年金の加入手続を行い、当該月以降の国民年金保険料を納付してい

たとしている。 

   しかしながら、20 歳以上の大学生について、国民年金への加入が任意とさ

れていたのは、平成３年３月までの取扱いであり、制度改正によって同年４

月以降においては、大学在学中であっても 20 歳以上の者については、国民

年金への加入が強制とされたことにより、仮に申立人が主張するように同年

＊月に加入した場合でも、強制加入となるため、同年４月にさかのぼって被

保険者資格を取得し、同年同月から国民年金保険料を納付することになるが、

そのような主張もないことから、申立内容は不自然である。 

   また、申立人に対しては、国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡

が見当たらないことを考え合わせると、申立期間について国民年金に未加入

であり、国民年金保険料の納付書が発行されたとは考え難いことから、保険



 

  

料を納付することができなかったと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（源泉徴収票、家計簿等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4384 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年 12 月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成５年 12月から６年３月まで 

私は、国民年金の加入手続を行っていなかったが、平成６年 12 月ごろに、

国民年金保険料の納付書が、青い封筒で送られてきた。７年５月ごろに、

当時勤務していた会社において、保険料の未納防止の呼び掛けがあったた

め、昼休みを利用して、社会保険事務所（当時）へ行き、国民年金の加入

手続を行い、申立期間の保険料を以前送られてきた納付書により納付した。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行っていなかったが、平成６年 12 月ごろ

に、国民年金保険料の納付書が、青い封筒で送られ、７年５月ごろに、当時

勤務していた会社において、保険料の未納防止の呼び掛けがあったため、社

会保険事務所で、国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、国民年金

の加入手続より前に納付書が送付されていたとは考え難い上、その当時、国

民年金の加入手続を社会保険事務所で行うことはなかったことから、申立人

の国民年金の加入状況は不明である。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行ったとする平成７年５月当時居住

していた市において、申立人の国民年金手帳記号番号が、払い出されていた

ことをうかがわせる形跡は見当たらない上、オンライン記録でも申立人の手

帳記号番号は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を

納付していたとは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4385 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年６月から２年１月までの期間、３年４月から４年６月ま

での期間及び同年 10 月から５年 11 月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成元年６月から２年１月まで 

② 平成３年４月から４年６月まで 

③ 平成４年 10月から５年 11月まで 

私が平成元年６月に会社を退職した際、母親が私の国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料を納付したはずである。また、結婚してからは、

私の元妻が、自身の分と合わせて保険料を納付していたにもかかわらず、

申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①において、その母親が、申立人の国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料を納付し、申立期間②及び③においては、その元

妻が、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したとしているが、

申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、

申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとするその母親

及びその元妻は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、当時の状況が不明である。 

   また、申立人については、現在基礎年金番号となっている厚生年金保険被

保険者記号番号が払い出されていることは確認できるものの、国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡が見当たらない上、申立人が所持する年金手帳

には申立期間の国民年金に関する記録の記載が無いことから、当該期間は、

国民年金の加入の届出が行われておらず、未加入期間であり、申立人は、国

民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立期間③において、申立人とその元妻は、申立人の国民年金の



 

  

加入手続と元妻の国民年金第１号被保険者への種別変更手続を、国民健康保

険への加入手続も含めて一緒に行い、国民年金保険料を納付していたと述べ

ているが、オンライン記録によると、元妻の同期間に係る第３号被保険者の

非該当処理は平成６年３月に行われており、申立期間③当時は記録上、被保

険者種別が第３号被保険者の状態であり、第１号被保険者として保険料を納

付することはできなかったため、一緒に行ったとする申立内容に不自然さが

ある。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4386 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年４月から 50 年 10 月までの期間及び同年 12月から 54 年

５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 50年 10月まで 

② 昭和 50年 12月から 54年５月まで 

私は、20 歳になった昭和 47 年＊月ごろ、両親から、「国民年金に加入

する。」と言われ、その後、「国民年金の切替えをしないといけない。」

と母親から聞いたことを記憶していることから、両親が私と兄の国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたはずである。 

申立期間①及び②が未加入で国民年金保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人は、学生であった昭和 47 年＊月ごろに、

その両親が申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

いたと主張しているが、申立人自身は加入手続等に直接関与しておらず、申

立人の加入手続等を行ったとするその父親は既に他界しており、母親は高齢

のため証言をすることができないことから、申立期間当時の国民年金の加入

状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、申立人の長兄及び次兄の国民年金も両親が加入手続を行

い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、その長兄及び次兄に

ついても、20歳になったときは未加入又は未納となっている。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 54 年９月ごろに払い出さ

れていることが確認でき、同年６月に国民年金の被保険者資格を取得してい

ることが確認できることから、申立期間は未加入期間で国民年金保険料を納

付することができない期間である上、別の手帳記号番号が払い出されていた



 

  

ことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4387 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年２月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年２月から 61年３月まで 

私は、大学を卒業する昭和 61 年３月ごろ、私の母親が私の国民年金の加

入手続を行ってくれたと思う。国民年金保険料については、母親が２年分

をまとめてさかのぼって納付してくれており、保険料額は分からないが、

「すごい金額になった。」と話していたことを記憶している。申立期間が

未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年３月ごろに、その母親が申立人の国民年金の加入手続

及び国民年金保険料の納付を行ったとしているが、申立人は加入手続及び保

険料納付に直接関与しておらず、申立人の加入手続等を行ったとするその母

親は既に他界していることから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況

が不明である。 

   また、申立人は、申立期間直後の昭和 61 年４月から 62 年３月までの国民

年金保険料を過年度納付により納付していることが確認できるものの、申立

期間当時は大学生であったため国民年金の任意の未加入期間であり、さかの

ぼって保険料を納付することはできない上、申立人は、申立期間から国民年

金手帳記号番号の払出時期を通じて同一市内に居住しており、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



 

  

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4388 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年８月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年８月から平成元年３月まで 

私は、国民年金の加入手続について、いつ、どこで、誰が行ったのかは

憶
おぼ

えていない。国民年金保険料については、私が 20 歳になったときから私

の祖母が集金人に納付していたはずである。保険料を納付していたにもか

かわらず、申立期間が未加入で保険料を納付していないとされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を、いつ、どこで、誰が行ったのかは憶
おぼ

え

ておらず、申立人の国民年金保険料を集金人に納付したとするその祖母から

証言を得ることができないことから、申立期間当時の国民年金の加入状況及

び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、自分が 20 歳になった昭和 60 年＊月から祖母が集金人に

国民年金保険料を納付していたはずであると主張しているが、申立人が所持

する年金手帳には、平成元年５月に払い出された国民年金手帳記号番号が記

載されている上、国民年金の資格取得日も元年４月１日と記載されており、

申立人はほかに年金手帳を所持した記憶は無いとしていることから、申立人

の保険料は元年４月から納付が可能であり、申立内容と一致しない。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年５月に払い出されて

いることが確認でき、申立期間は未加入期間であることから、国民年金保険

料を納付することができない期間である上、申立人は、申立期間の前後を通

じて同一地域に居住しており、申立人に別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4389 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年５月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年５月から 54年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 47 年＊月ごろ、当時私は大学生であったが、母

親から「あなたの国民年金を 20 歳から支払っておくね。」と言われ、母親

が国民年金の加入手続を行ってくれた。 

その後、私の国民年金保険料を、母親が亡くなるまで納付してくれてい

た。 

私は、母親が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を

納付してくれたにもかかわらず、申立期間が未納となっていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を納付してくれていたと述べているが、申立人自身は、加入

手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の加入手続及び保険料

を納付していたとするその母親は、既に他界している上、申立期間当時同居

していたその妹からも、その母親が、申立人の加入手続及び保険料を納付し

ていたという証言は得られず、申立期間当時の加入状況及び保険料の納付状

況については不明である。 

   また、申立人は、その母親が昭和 47 年＊月ごろ国民年金の加入手続を行っ

てくれたと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任

意加入者の資格取得日から、申立人の加入手続時期は 54 年 10 月ごろと推認

でき、申立内容と合致しない上、申立人は申立期間の始期から手帳記号番号

が払い出された時期を通じて同一市内に居住しており、別の手帳記号番号が

払い出されるとは考えにくく、その形跡も見当たらない。 



 

  

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4390 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から 53 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 53年１月まで 

大学を卒業後、Ａ（職種）になった私の将来を心配して、私の母親が私

を国民年金に加入させ、国民年金保険料も納付していたと思う。申立期間

の保険料を主に納付したのは母親だが、私も時々は母親に代わって納付し

たことがある。近所の集会場に市の職員が集金に来ていたこと、保険料は

納付書を使わず現金を職員に渡すだけであったこと、台帳のようなものに

職員が記録を取っていたことなどを憶
おぼ

えている。自分自身で保険料を納付

する機会は多くなかったが、その際納付していた金額は 1,000 円から

1,200 円程度であった。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、大学を卒業後、Ａ（職種）として就職した自分の将来を心配し

たその母親が、昭和 50 年４月ごろに申立人の国民年金の加入手続を行い、

その後、国民年金保険料を納付していたと思うと述べている。 

   しかしながら、申立人の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付を行

ったとするその母親は既に他界していることから、加入手続及び保険料の納

付状況が不明であるほか、申立人の主張どおり申立期間当時に申立人が国民

年金に加入していたとすれば、年金手帳が交付されていたはずであるが、申

立人が申立期間当時居住していた市で申立人に国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる形跡が見当たらない。 

   また、申立人は、結婚後居住することとなった市において、昭和 54 年６月

に国民年金に任意加入した際に交付されたとする年金手帳を所持しているが、

その手帳の記号は同市を管轄する社会保険事務所（当時）が使用する記号で



 

  

あり、申立人自身もその手帳が初めて交付された手帳であり、国民年金に加

入すると手帳が交付されることもその時に初めて知ったと述べている。仮に、

申立人が主張するように申立期間当時において、既に国民年金に加入する手

続を行っていた場合、同年同月の任意加入時における国民年金の加入は再加

入となり、任意加入した市において申立期間当時の年金手帳の所在について

聞き取り等が行われたはずであるが、申立人にその記憶が無いことを考える

と、申立人は同年同月に初めて国民年金の加入手続を行ったと考えるのが自

然である。 

   さらに、申立人の所持する年金手帳に記載された申立期間に係る被保険者

資格の記録は、この任意加入の時点において、強制加入被保険者であった期

間として把握されたことにより記載されたと考えられ、同手帳に申立期間に

係る被保険者資格が記載されていることをもって、申立期間当時において、

現に申立人が国民年金に加入し国民年金保険料を賦課されていたと認めるこ

とは難しい上、申立人には、任意加入後、申立期間の保険料をまとめてさか

のぼって納付した記憶も無い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4391 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から 53 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 53年７月まで 

私の母親は、私が 20 歳になったときに、自宅に来た区役所の職員に依頼

して私の国民年金の加入手続を行った。しばらくしてから薄茶色の国民年

金手帳が自宅に送られてきたと私は母親から聞いている。申立期間の国民

年金保険料については、私が結婚するまでの間、母親が家族４人分の保険

料をまとめて婦人会の集金人に納付していた。申立期間が未加入で保険料

を納付していないとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自分が 20 歳になった昭和 47 年＊月にその母親が申立人の国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとするその母親から

も具体的な証言が得られないことから、当時の国民年金の加入状況及び保険

料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、自分が 20 歳になった昭和 47 年＊月ごろ、その母親が申

立人の国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手

帳記号番号は 54 年４月に払い出されており、申立期間は未加入期間である

ことから、国民年金保険料を納付することができない期間である上、申立人

は申立期間から手帳記号番号の払出時期を通じて同一市内に居住しており、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる形跡は見当た

らない。 

   さらに、申立人の母親が申立人と一緒に国民年金保険料を納付していたと

する申立人の長兄及び次兄の国民年金手帳記号番号は、申立人と同じ昭和 54



 

  

年４月に払い出されていることが確認でき、申立期間も同様に未加入期間で

ある上、保険料の納付開始時期も 53 年８月からと一致していることから、

申立人の保険料の納付もこの時期から開始されたものと考えるのが自然であ

る。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4392 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から４年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年４月から４年９月まで 

私の母親は、私が就職した平成３年４月に、市の行政センターで私の国

民年金の加入手続を行った。国民年金保険料については、母親が加入手続

の際、さかのぼって納付することが可能な保険料約 20 万円を納付し、その

後の保険料についても母親が納付した。申立期間が未加入で保険料を納付

していないとされていること、及び未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成元年４月から３年３月までの期間について、申立人

は、同年４月にその母親が申立人の国民年金の加入手続を行った際、その時

点でさかのぼって納付することが可能な当該期間の国民年金保険料を納付し

たと主張しているが、申立人の所持する年金手帳及びオンライン記録による

と、当該期間は未加入期間であり、保険料を納付することができない期間で

あることから、申立人の主張と一致しない上、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行ったと

する申立人の母親は、国民年金の加入手続をした後、一度だけ保険料をまと

めて納付したと主張しているが、申立期間当時、申立人が居住していた市の

国民年金手帳交付簿によると、申立人は平成６年８月ごろに国民年金に加入

していることが確認できること、及びオンライン記録によると、同年 11 月

にその時点でさかのぼって納付することが可能な４年 10 月から６年３月ま

での保険料を納付していることが確認できる上、その納付済みとなっている

保険料額は、申立人が元年４月から３年３月までの期間の保険料をさかのぼ



 

  

ってまとめて納付したと主張する金額とおおむね一致していることから、申

立人の主張は、その母親が６年 11 月ごろにおける保険料の納付について記

憶していることによるものと考えるのが合理的である。 

   さらに、申立人は、自身の国民年金保険料の納付について直接関与してお

らず、申立人の保険料を納付したとするその母親は、申立期間の保険料の納

付について、20 万円ぐらいを一度だけまとめて納付したこと以外には記憶が

無いとしていることから、申立期間の保険料の納付状況が不明である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4393 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年４月から同年５月までの期間、10 年４月から同年５月ま

での期間、12 年 12 月から 13 年９月までの期間及び 16 年 10 月から 17 年１

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成８年４月から同年５月まで 

② 平成 10年４月から同年５月まで 

③ 平成 12年 12月から 13年９月まで 

④ 平成 16年 10月から 17年１月まで 

私が学生のころに、母親が市役所で私の国民年金の加入手続を行ったと

聞いている。学生時代の申立期間①及び②は、母親が国民年金保険料を納

付していたが、私が就職した後の申立期間③及び④については、自分で厚

生年金保険から国民年金への切替手続を行い、保険料を納付した気がする。

申立期間が未加入又は未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人は、申立人の学生時代にその母親が国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

申立人自身は加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の加入手

続を行ったとするその母親は、加入手続を行った時期及び保険料額について

の記憶が曖昧
あいまい

であることから、国民年金の加入状況及び納付状況が不明であ

る。 

   また、申立期間③について、申立人は、厚生年金保険から国民年金への切

替手続の記憶が曖昧
あいまい

であり、国民年金保険料についても、納付を行った時期、

納付場所及び保険料額の記憶が無く、保険料の納付状況が不明である上、申

立期間は未加入期間で、申立人の所持している年金手帳にも切替手続を行っ

た形跡がないことから、申立期間は保険料を納付することができない期間で



 

  

ある。 

   さらに、申立人の国民年金加入手続日は、申立人の基礎年金番号の付番時

期と最初の過年度納付日から、９年１月から同年４月と推認でき、申立期間

①については、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されたとは考え難く、

申立期間②及び③については、平成９年以降に基礎年金番号を取得している

ことが確認できることから、基礎年金番号に基づき国民年金保険料収納事務

の電算化が図られていた状況下において、申立期間の記録管理が適切に行わ

れなかったとは考え難い。 

   加えて、申立期間④について、申立人は、国民年金保険料の納付を行った

時期、納付場所及び保険料額の記憶が無く、保険料の納付状況が不明である

上、平成 14 年４月に保険料収納事務が国に一元化されたことに伴い、申立

人に誤った納付書の発行、記録漏れ又は記録誤り等がなされたとは考え難い。 

   その上、申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、預金通帳等）が無く、ほかに申立期間①、②、③

及び④の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

神奈川厚生年金 事案 4036 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32 年３月１日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 32 年３月１日にＡ社に入社したが、厚生年金保険被保険

者資格の取得日が同年４月１日となっている。 

    高校の卒業式が昭和 32 年３月 10 日だったが、私はその前から勤務し

ていた。同年３月６日に誓約書を提出し、同年３月 10 日に辞令を受け

取っている。 

    申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した申立期間当時の契約書、辞令及び複数の同僚の証言か

ら、申立人が、昭和 32 年３月からＡ社に勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、申立人及び複数の同僚が、申立人と同期入社だったとし

て挙げた同僚についても、オンライン記録において、申立人と同日の昭和

32 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

きる。 

   また、当時の複数の同僚は、「入社後、すぐには厚生年金保険に加入し

なかった。」としており、これら同僚の年金記録を調査したところ、その

記憶する入社日から２か月から３か月後に厚生年金保険被保険者資格を取

得していることが確認できる。 

   さらに、上記の複数の同僚から、厚生年金保険被保険者の資格を取得す

るまでの期間について、給与から厚生年金保険料を控除されていたことを

うかがわせる証言は得られなかった。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4037 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年８月ごろから 29 年３月１日まで 

             ② 昭和 30 年８月１日から 31 年２月６日まで 

             ③ 昭和 34 年７月１日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和 27 年から平成４年まで、各工事現場を異動することはあ

ったが、Ａ社に継続して勤務していた。 

    しかし、厚生年金保険の被保険者記録によると、Ａ社Ｂ出張所及び同

社Ｃ工場に勤務していた期間の記録の一部が欠落している。調査の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｂ出張所に採用された経緯等を詳

細に記憶していることから、期間は特定できないものの、同社Ｂ出張所に

勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社Ｂ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によると、同社Ｂ出張所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和

28 年 11 月１日であり、同日より前は、適用事業所ではなかったことが確

認できる。 

   また、当該被保険者名簿によると、申立人と同日の昭和 29 年３月１日

に資格を取得している者が 145 名いることから、当時、Ａ社Ｂ出張所は、

一定期間に採用した者を同日にまとめて加入させていたことがうかがわれ

る。 

   申立期間②について、申立人は、「当時、自分だけでなく複数の者が、

Ａ社Ｂ出張所から同社Ｄ出張所に移った。異動しただけなので、欠落が生

じるはずはない。」と主張している。 



  

   しかしながら、Ａ社Ｂ出張所及び同社Ｄ出張所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿において、同社Ｂ出張所で資格を喪失した後、同社Ｄ出

張所で資格を取得している被保険者の記録を調査したところ、複数の者に

４か月から 56 か月の空白期間があることが確認できる。 

   申立期間③について、申立人は、「当時、自分だけでなく複数の者が、

Ａ社Ｄ出張所から同社Ｃ工場に移った。異動しただけなので、欠落が生じ

るはずはない。」と主張している。 

   しかしながら、Ａ社Ｄ出張所及び同社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において、同社Ｄ出張所で資格を喪失した後、同社Ｃ工場

で資格を取得している被保険者の記録を調査したところ、複数の者に１か

月から６か月の空白期間があることが確認できる。 

   また、申立期間①から③までについて、Ａ社は、「社員名簿によると、

申立人が正社員となったのは昭和 38 年５月１日であり、それ以前は、現

場庸員であったものと思われる。これら申立期間当時は、各支店や工事現

場ごとに厚生年金保険の適用事業所となっており、現場庸員を厚生年金保

険に加入させるかどうかについては、工事の予算や進 捗
ちょく

状況に応じて、

現場所長の権限によって決められていた。」と回答しており、現場庸員に

ついては、勤務期間と厚生年金保険の被保険者期間は、必ずしも一致して

いなかったことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4038 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年１月１日から 51 年５月 20 日まで 

    私は、昭和 49 年１月１日から 51 年５月 20 日までＡ社のＢ職として

勤務していた。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、当時の同僚として挙げた２名について、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険事業所別被保険者名簿に名前が確認できることから、期間は

特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当時の複数の同僚に照会したものの、申立人が勤務して

いた期間について具体的な証言は得られず、そのうち１名は、「申立人は、

正社員とは勤務形態が異なっていたように思う。会社から依頼があったと

きだけ出勤していたと記憶している。」と供述している。 

   また、Ａ社は、「当社には、正社員のほかに、短期雇用のアルバイトや

業務委託契約者もいた。Ｂ職の多くはフリーのＢ職であった。正社員以外

は、厚生年金保険に加入させていない。」と回答している。 

   さらに、申立人は、申立期間の勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確

認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4039 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年１月から 52 年３月まで 

             ② 昭和 52 年４月から 54 年８月まで 

             ③ 昭和 59 年９月から 62 年９月まで 

    申立期間①は、証明できるものが何もないがＡ社Ｂ工場に勤務してい

た。 

    申立期間②は、Ｃ社Ｄ工場に勤務していた。厚生年金保険に加入して

いたと思う。 

    申立期間③は、Ｅ社発行の身分証明書があるので同社に勤務し、厚生

年金保険に加入していた。 

    申立期間①から③までは、すべてパートタイマーとして勤務していた

が、厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、同僚の氏名を記憶しておらず、申立期

間①当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者であった者に対する調査に

よっても、申立人が同社Ｂ工場に勤務していたとの証言を得られないこと

から、申立人の当該期間における同社での勤務実態が確認できない。 

   また、申立人は、厚生年金保険料の控除について明確な記憶が無い上、

Ａ社は、｢申立期間①当時の資料を保管していないため、不明である。｣と

回答していることから、保険料控除について確認できない。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名

は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   申立期間②について、申立人の詳細な供述から、期間は特定できないが、

申立人がＣ社で勤務していたことが推認できる。 



  

   しかし、申立人は、Ｃ社ではパートタイマーとして勤務していたと供述

しているところ、同社が加入するＦ厚生年金基金は、「Ｃ社がパートタイ

マーを厚生年金保険の加入対象者としたのは、平成２年１月 16 日以降で

あった。申立期間②当時は、厚生年金保険には加入させていなかった。」

と回答している。 

   また、Ｃ社は、「申立期間②当時の資料を保管していないため、申立人

の在籍期間及び厚生年金保険の加入状況は不明である。」と回答している

ため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除について確認できない。 

   さらに、Ｃ社の当該期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   申立期間③について、申立人はＥ社の社員証（昭和 54 年９月 17 日発

行）を所持していることから、期間は特定できないが、申立人が同社に勤

務していたことが確認できる。 

   しかし、申立人は、Ｅ社では、パートタイマーとして勤務したと供述し

ているところ、当時の人事担当者は、｢パートタイマーは、厚生年金保険

の加入対象者ではなかった。｣と証言している。 

   また、Ｅ社の申立期間③当時の事業主は、既に死亡していることから、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、Ｅ社の当該期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4040 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年７月 20 日から 26 年７月１日まで 

    私は、Ａ社で事務員として、昭和 24 年７月から 26 年８月まで継続し

て勤務していたが、厚生年金保険の記録では、同年７月１日に被保険者

資格を取得し、同年８月 20 日に資格を喪失していることになっている。 

    １か月程度しか働いていなかったということはないので、申立期間を

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚に照会したものの、申立人が、申立期間において、Ａ社に勤

務していたことを確認できる具体的な証言を得ることはできなかった。 

   また、申立人は、「自分と同時期に入社した人はいなかった。」として

いる上、申立人が挙げた同じ職種の同僚については、「自分よりも１年ぐ

らい後に入社してきた。」と供述しているところ、Ａ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿において、申立人が被保険者資格を取得した昭和

26 年７月１日と同日に、当該同僚を含め、22 名が被保険者資格を取得し

ていることが確認できることから、同社の事業主は、当時、一定期間内に

採用した者をまとめて厚生年金保険に加入させていたことが認められる。 

   さらに、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

当時の事業主の連絡先も不明であることから、当時の人事記録及び給与関

係書類を確認することはできない上、申立人も、当該期間における給与か

らの厚生年金保険料の控除を確認できる当時の給与明細書等を所持してい

ない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4041 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月ごろから同年６月ごろまで 

    私は、昭和 32 年２月 25 日にＡ社を退職した後、Ｂ社（現在は、Ｃ

社）の採用試験を受け、その結果が分かるまでの間、同年４月ごろから

同年６月ごろまでＤにあるＥ社に勤務していた。同社は、Ｆ社に納める

Ｉ商品を製作していた会社で、従業員は 20 人ぐらいいた。私はＧ職を

していた。 

    Ｅ社を退職する昭和 32 年６月ごろ、事務員から給与をもらった際に、

保険料を控除していなかったと言われ、現金で保険料の支払をしたこと

を覚えている。 

    申立期間を、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、ＤにあったＥ社に勤務していたと主張し

ており、当時の業務内容等について詳細に供述している。 

   しかしながら、Ｄにおいて、Ｅ社の商業登記簿謄本は見当たらない上、

Ｈ商工会議所に照会したものの、同社に係る記録は見付からなかった。 

   また、申立人は、当時の同僚の氏名を記憶しておらず、勤務の状況等に

ついて証言を得ることができないことから、申立てに係るＥ社を特定する

ことができない。 

   さらに、オンライン記録によると、Ｄ及びその近辺においても、Ｅ社と

いう適用事業所は見当たらない。 

   加えて、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書及び現金で厚生年金

保険料を事業主が受領したことを確認できる領収書等の資料を所持してい



  

ない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4042 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年５月 13 日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 35 年５月 13 日にＡ社に臨時傭
よう

員として入社したが、オン

ライン記録上の厚生年金保険被保険者の資格取得日は、同年 11 月１日

となっている。その後、36 年３月１日に試傭
よう

社員となり、同年９月１

日に正社員となったが、入社当時から業務内容等の労働条件は同一であ

ったので、申立期間が被保険者期間となっていないのはおかしい。申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する社員カード及び複数の同僚の証言から、申立人が、申

立期間においてＡ社に勤務していたことが推認できる。 

   しかし、Ａ社及び複数の同僚は、「申立期間当時、Ａ社では６か月から

１年程度の試用期間があった。」と供述している上、申立人が同時期に入

社したとして名前を挙げた同僚も、「当時は試用期間があったので、私は

入社６か月後に厚生年金保険に加入した。」と述べているところ、申立人

と同じ昭和 35 年 11 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

   また、Ａ社が保管している厚生年金保険台帳に記載されている申立人の

資格取得日は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の資格取得

日と一致しており、上記台帳に記載されている同僚の資格取得日も、被保

険者名簿の資格取得日と全員一致していることが確認できる。 

   さらに、Ａ社に係る上記被保険者名簿には、申立期間において、申立人

の名前の記載は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4043 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年５月から 28 年 11 月１日まで 

    私は、昭和 23 年５月にＡ社のＢ出張所に入社した。 

    しかし、厚生年金保険の被保険者記録では、雇用形態が本社採用とな

ってから資格を取得したこととなっており、それ以前の現場雇用であっ

た期間の被保険者記録が無い。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、健康保険組合の記録、Ａ社が保管する人事記録及び申

立人が提出した当時の写真により、申立人が、申立期間に同社Ｂ出張所に

継続して勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、当該人事記録において、申立人は、昭和 23 年５月から

30 年３月までは庸人
ようにん

、同年４月から 34 年３月までは準組員、同年４月以

降は組員であったことが確認できるところ、Ａ社は、「庸人
ようにん

は有期雇用社

員、準組員及び組員は正社員を表わす。正社員については厚生年金保険に

加入させていたが、有期雇用社員は厚生年金保険に加入させていなかっ

た。」と回答している。 

   また、申立人が挙げた複数の同僚は、「私は、現場採用の庸人
ようにん

として入

社した。Ａ社は、庸人
ようにん

を厚生年金保険に加入させていなかったので、本社

採用になってから厚生年金保険に加入した記録になっている。」と証言し

ている。 

   さらに、オンライン記録において、申立人は、正社員となる前の昭和

28 年 11 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

きるものの、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人が同社での被保険者資格を取得した同年 11 月１日と同日に資格を取



  

得している者は 610 名おり、これは、ほかの時期と比べると著しく多いこ

とから、同社は、何らかの理由により、有期雇用社員を含め、同日にまと

めて厚生年金保険に加入させたことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4044 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年 11 月 21 日から 35 年 12 月 30 日まで 

             ② 昭和 36 年９月１日から 37 年７月１日まで 

    社会保険事務所(当時)に年金記録を確認したところ、申立期間①及び

②については、昭和 37 年 12 月 27 日に脱退手当金が支給されているこ

とを知った。 

    しかし、脱退手当金を受給したという記憶が無いので、当該期間につ

いて、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金の最後の事業所であるＡ社で、厚生年金保険

の被保険者資格を喪失後に脱退手当金を受給したと供述している複数の

同僚は、受給手続一切を同社に委任したとしており、当時同社では、事

業主による代理請求が行われていた可能性が考えられる。 

   また、申立人は、Ａ社には実姉と同じ日に入退社したと供述していると

ころ、オンライン記録において、当該実姉についても、申立人と同日の

昭和 37 年 12 月 27 日に、脱退手当金が支給された記録となっている。 

   さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立

期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 37 年

12 月 27 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

   このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、当

該期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4045 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年９月１日から 37 年５月１日まで 

    私は、昭和 36 年９月１日から 37 年５月１日までの期間、Ａ社（現在

は、Ｂ社）に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無いので、

申立期間を被保険者期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間にはＡ社に勤務していた。」と主張している。 

   しかしながら、申立人は、申立期間当時に一緒に勤務していた同僚及び

上司の氏名を記憶していないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について聴取することができない。 

   また、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚 15 名に文書照会を行っ

たところ、８名から回答があったが、いずれも申立人のことを記憶してお

らず、申立人の厚生年金保険料の控除について供述を得ることができない

上、このうち３名は、同社における資格取得日よりも前から勤務していた

が、被保険者期間となっていない期間があると述べている。 

   さらに、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを示す給与明細書を所持しておらず、保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4046 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年９月１日から 38 年４月１日まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に昭和 37 年９月１日に入社し、平成 14

年６月 30 日に退職するまで、継続して勤務していた。 

    ところが、Ａ社での厚生年金保険被保険者資格の取得日は、昭和 38

年４月１日になっている。 

    申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する人事記録から、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務

していたことは認められる。 

   しかしながら、上記の人事記録において、申立人の職務は「Ｃ職」と記

載されているところ、複数の同僚が、「当時、正社員とＣ職では取扱いが

異なり、Ｃ職は、入社後すぐには厚生年金保険に加入しなかった。加入す

るまでの期間は、人によって違っていた。」と証言している。 

   また、Ｃ職であったとする同僚について、その記憶する入社日と厚生年

金保険被保険者の資格取得日を比較したところ、複数の者が、入社日から

８か月ないし 24 か月以上経過後に資格を取得していることが確認できる

ことから、当時、Ａ社では、Ｃ職について、個人ごとに取扱いが異なって

いたことがうかがわれる。 

   さらに、当該同僚からは、厚生年金保険に加入するまでの期間について、

給与から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる証言を得る

ことはできず、申立人も、申立期間について、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが確認できる給与明細書等の資料を所持

していない。 



  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4047 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年６月１日から 52 年２月１日まで 

    私は、昭和 49 年６月１日にＡ社に入社し、52 年２月末日に退職した。 

    厚生年金保険の記録では、昭和 52 年２月１日に被保険者資格を取得

し、同年３月１日に同資格を喪失したこととなっているが、被保険者期

間が１か月間のはずがない。 

    申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚に照会したものの、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務

していたことを確認できる具体的な証言を得ることはできなかった。 

   また、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 52 年２月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではなかったこ

とが確認できる。 

   さらに、当時の事業主は、「会社が厚生年金保険に加入するまでは、給

与から厚生年金保険料を控除していなかった。」と回答しており、当該期

間に勤務していたとする同僚からも、保険料が控除されていたことをうか

がわせる証言は無かった。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4048 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年３月から 61 年８月まで 

    夫は、昭和 53 年３月から 61 年８月までＡ社に勤務していたにもかか

わらず、当該期間は、厚生年金保険被保険者期間となっていないので訂

正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務して

いたことは推認できる。 

   しかし、申立人のＡ社における雇用保険の被保険者記録は確認できない

上、同社の当時の経理部長は、「申立人を知らないが、Ａ社の健康保険、

厚生年金保険、雇用保険等の加入に係る取扱いは、店舗の現業員は加入せ

ず、本社の事務部門・企画等の従業員のみ加入していた。」と証言してい

る。 

   また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿に申立人の氏名は無く、被保険

者資格を取得した者の厚生年金保険整理番号に欠番も見られない上、申立

人を知っていると証言をした同僚は同社において平成８年９月 21 日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4049 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年６月２日から 62 年６月２日まで 

    私は、大学卒業後、Ａ社にＢ職として勤務していた。 

    Ｂ職の雇用形態は分からないが、健康保険被保険者証はもらっていた。 

    すべてではないが、給与明細書を提出するので、申立期間に厚生年金

保険に加入していたかどうか調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、申立人は、申立期間に同社にＢ職として勤務していたと回答し

ている。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は平成元年４月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではない。

また、申立人が提出した給与明細書によると、厚生年金保険料が控除され

ていないことが確認できる。 

   また、Ａ社によると、申立期間当時、正職員はＣ共済組合に加入したが、

Ｂ職は非常勤職員であるため、同共済年金に加入できず、各自で国民年金

に加入するしかなかったとしており、申立人についても、厚生年金保険に

は加入していないとしている。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4050 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年７月１日から同年７月 11 日まで 

    年金記録を確認したところ、平成 10 年７月１日から 10 日までの期間

に在籍していたＡ社の厚生年金保険被保険者記録が無かった。同社には、

公共職業安定所の紹介で勤務し、すぐに退社したが、給与からは厚生年

金保険料が控除されていた。調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び申立人が保管している平成 10 年７月の社会保

険料が控除されていることを示す給与明細書から、申立人が申立期間にＡ

社に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、申立人に係る厚生年金保険

被保険者資格を平成 10 年７月１日に取得し、同年７月 11 日に同資格を喪

失している記録を同年７月 30 日に取り消す旨の届出を行っていたことが

確認できる。 

   また、申立人が保管している銀行の通帳から、Ａ社から平成 10 年７月

28 日に給与として８万 3,709 円、同年８月 28 日に厚生年金保険料と健康

保険料として４万 9,115 円が振り込まれていることが記帳されており、厚

生年金保険の被保険者資格を取り消した後に、事業主から、申立人に対し

て厚生年金保険料が返金されたと考えるのが自然である。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4051 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年９月１日から 13 年２月１日まで 

    私は、Ａ社に平成６年９月から 14 年５月まで正社員として勤務して

いた。辞めることなく継続して勤務していたにもかかわらず、６年９月

から 13 年１月までの厚生年金保険の被保険者記録が欠落している。申

立期間について被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤

務していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社の取締役は、「申立人の入社時期は覚えていないが、

アルバイトとして入社し、その後長期勤務が評価され、正社員になったと

記憶している。申立期間当時、アルバイトは厚生年金保険には加入させて

いなかった。」と供述しており、同社において事務担当であった者は、

「アルバイトについては、正社員と同じ勤務形態であっても、厚生年金保

険に加入させていない時期があった。」旨を供述している。 

   また、雇用保険の記録から、申立人はＡ社に平成 13 年２月１日から 14

年５月 15 日まで加入していることが確認でき、厚生年金保険の加入記録

と一致している。 

   さらに、申立人は、平成 12 年６月１日から 13 年２月１日まで、国民年

金に加入し、国民年金保険料を納付している。 

   加えて、Ａ社の事業主は所在不明のため、申立人の申立期間における勤

務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4052 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 12 月 28 日から 41 年２月 15 日まで 

    私は、昭和 33 年 12 月にＡ社Ｂ工場に入社し、40 年４月に同社Ｃ工

場に異動した。その後結婚により姓が変わり、出産のため 41 年２月に

退職した。年金の記録では、脱退手当金を受給した記録となっているが、

一切受け取っていないので、調査してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間におけるＡ社Ｃ工場の健康保険厚生年金保険被保険者原票にお

いて申立人が記載されているページの前後各 40 ページに記載されている

女性の被保険者のうち、申立人の資格喪失日の前後２年以内に資格喪失し、

脱退手当金の受給要件を満たす被保険者７名について脱退手当金の支給記

録を調査したところ、そのうち４名に脱退手当金の支給記録があり、４名

とも資格喪失日から６か月以内に支給決定されている上、このうちの１名

は、「事業主から脱退手当金について説明を受けた記憶は無いが、事業主

から退職金等に上乗せされて支給された。」と供述していることを踏まえ

ると、申立人についても事業主による代理請求がなされた可能性が高いも

のと考えられる。 

   また、上記の被保険者原票には、脱退手当金が支給されたことを意味す

る｢脱｣表示が確認できる上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤

りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月

後の昭和 41 年５月 31 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

   このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4053 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年２月 26 日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 38 年４月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、41 年 12

月末まで勤務していた。しかし、厚生年金保険の記録によると、同年２

月 26 日から同年７月１日までの期間が被保険者となっていないとのこ

とだが、納得できないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び同僚の証言から、申立人は、申立期間にＡ社に

勤務していたことが確認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、申立人は、昭和 41 年２月 26 日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失しているが、喪失日の翌日である同年２

月 27 日に国民年金に任意加入していることが確認できることから、申立

人は、厚生年金保険の被保険者資格を喪失したために、自ら国民年金の加

入手続を行ったものとみられる。 

   また、Ａ社の事業主は、「保管している健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得確認および標準報酬決定通知書（２枚）及び健康保険厚生年金保

険被保険者資格喪失確認通知書（２枚）によると、申立人は、昭和 38 年

４月１日に被保険者資格を取得し、41 年２月 26 日に資格を喪失した後、

同年７月１日に資格を再取得し、同年 12 月 30 日に資格を再喪失しており、

この一連の手続からすると、申立期間については、申立人から厚生年金保

険料を控除していないものと考えられる。」と供述している。 

   さらに、上記健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書の２枚

とも「健康保険の被保険者証」の欄には、「添付」に丸印がついており、

申立人は、資格喪失の際に所持していた被保険者証を事業主に返還したこ



  

とが確認できる。 

   このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料

を所持しておらず、申立人の申立期間における保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4054 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年３月 15 日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 31 年 10 月 10 日から 32 年 12 月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち昭和 21 年３月 15 日から同

年８月１日までの期間と、Ｃ社Ｄ出張所に勤務した期間のうち 31 年 10

月 10 日から 32 年 12 月１日までの期間の加入記録が無かった。Ａ社と

Ｃ社Ｄ出張所に勤務していた当時の同僚と写した写真が残っている。 

    申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が保管していた昭和 21 年７月のＡ社の社

員旅行の写真から、期間は特定できないものの、申立人が当該期間のうち

の一部期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

   しかし、上記の写真に写っている同僚の連絡先はいずれも不明であり、

これらの者から供述を得ることができない。 

   また、申立人が自身より前から勤務していたとする同僚及び上司のＡ社

での厚生年金保険被保険者の資格取得日は、健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立人と同じ昭和 21 年８月１日であることが確認でき

る。 

   さらに、Ｂ社は申立期間①当時の人事関係資料は保管していないとして

いることから、当該期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について確認できない。 

   申立期間②について、申立人の上司の証言から、申立人が当該期間にお

いてＣ社Ｄ出張所のＥ現場に勤務していたことは推認できる。 



  

   しかしながら、Ｃ社Ｄ出張所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、

昭和 32 年２月１日であり、当該期間のうち 31 年 10 月 10 日から 32 年２

月１日までは、厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

   また、申立人が、当該期間にＥ現場の宿舎前で撮影したとする写真に写

っている同僚のうち、Ｃ社Ｄ出張所での被保険者記録が確認できた２名に

ついて、申立人は当該期間において一緒に勤務していたと述べているとこ

ろ、当該２名の同社Ｄ出張所での厚生年金保険被保険者の資格取得日は、

申立人と同じ昭和 32 年 12 月１日であることが確認できる。 

   さらに、Ｃ社Ｄ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、昭和 32 年 12 月１日に申立人を含めて 124 名が被保険者資格を取得し

ていることが確認できるところ、このうちの複数の者は、同日以前から同

社Ｄ出張所に勤務していたと述べていることから、同社Ｄ出張所では、同

日に厚生年金保険被保険者資格を一斉に取得させたことがうかがわれる。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険の適用及び

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 4055 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月１日から 48 年２月１日まで 

    私は、大学を卒業後の昭和 47 年４月１日から 48 年３月までＡ社（現

在は、Ｃ社）Ｂ支社に事務員として勤務していたにもかかわらず、同社

における厚生年金保険の加入記録は、48 年２月１日から同年３月 26 日

までとなっている。健康保険には加入していたので厚生年金保険にも加

入していたはずである。給料明細書などは残っていないが、当該期間に

ついて被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社Ｂ

支社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、上記同僚のうち１名は、「Ａ社Ｂ支社は、昭和 47 年８月以降

にＤにおいて設立された事業所であり、設立後、半年間ぐらいは、会社化

されていなかったため、厚生年金保険に加入していなかった。その後、同

社Ｂ支社となった段階で私たち社員も同社の厚生年金保険に加入すること

になった。」と証言をしている。 

   また、ほかの同僚１名も「厚生年金保険に加入する以前から、Ａ社Ｂ支

社に勤務していたが、それまでの期間は、国民年金に加入し保険料も納付

していた。」と証言しており、オンライン記録により、同社Ｂ支社におい

て、申立人と同日（昭和 48 年２月１日）に厚生年金保険被保険者資格を

取得した同僚３名は、当該期間において、国民年金に加入していることが

確認できる。 

   さらに、Ｃ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認および標準報酬決定通知書及び健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失



  

確認通知書により、申立人は、昭和 48 年２月１日に厚生年金保険被保険

者資格を取得し、同年３月 26 日に同資格を喪失していることが確認でき、

オンライン記録と一致している。 

   加えて、申立人の申立期間において、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿に申立人の氏名の記載は無く、健康保険の整理番号に欠番も

見当たらない。 

   このほか、申立期間に係る申立人の雇用保険の記録は確認できず、申立

てに係る事実を確認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4056 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年５月１日から 26 年 12 月１日まで 

    Ａ社に勤めていたころの勤務記録カードには、その前職であるＢ社

（現在は、Ｄ社）での勤務記録が、昭和 25 年５月１日から 27 年５月１

日までと記載されている。この期間のうち、26 年 12 月１日から 27 年

５月１日までは、同社で厚生年金保険被保険者記録があるが、25 年５

月１日から 26 年 12 月１日までは、同社Ｃ工場に勤務していたが、厚生

年金保険被保険者記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が昭和 27 年５月１日から勤務していたＡ社の勤務記録カードに

記載されている申立人の勤務履歴から、申立人が申立期間にＢ社Ｃ工場に

勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ｂ社Ｃ工場で、申立人と同じ業務に従事していた同僚は、「同

社Ｂ工場で働く従業員は大半が季節労働者として取り扱われたので、厚生

年金保険に加入していないのではないか。私も、当初は厚生年金保険に加

入していないはずだ。」と述べているところ、この同僚は昭和 21 年ごろ

入社したと記憶しているが、厚生年金保険被保険者の資格取得日は 23 年

８月 15 日となっていることが確認でき、季節労働者として取り扱われた

場合は、入社と同時に厚生年金保険に加入させていない状況がうかがわれ

る。 

   また、申立人は、同僚２名の姓を記憶しており、出荷の業務に携わって

いたとする１名については、Ｂ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険事業

所別被保険者名簿にその者とみられる記録が確認できるが、申立人と同じ

業務に従事していたとする１名については、同名簿には、その者とみられ



  

る記録を確認することができないことから、同社Ｃ工場は、厚生年金保険

の加入手続において個人ごとに異なった扱いをしていたこともうかがわれ

る。 

   さらに、Ｄ社の人事担当者に照会したところ、申立期間当時の記録は現

存せず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できな

い。 

   加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間

において申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4057 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年２月１日から同年 12 月１日まで 

    私は、Ａ社に、昭和 48 年から 51 年まで継続して勤務していた。途中、

事業主から同社の本社はＤ市からＥ市に移転すると聞き、社会保険はき

ちんとしておいてくださいとお願いしていた。申立期間当時には、１歳

の子供がおり、10 か月間も健康保険被保険者証の無い期間があったと

は考え難く、国民健康保険に加入した記憶も無い。申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び同僚の証言から、申立人が申立期間にＡ社に継

続して勤務していたことは確認できる。 

   しかし、Ａ社は、所在地の移転に伴い昭和 49 年２月１日に厚生年金保

険の適用事業所でなくなり（以下「全喪」という。）、その後、移転先の

Ｃ市で同年 12 月１日に新規適用事業所になっており、申立期間において

厚生年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、上記の同僚は、「申立期間において保険料が控除されていたか否

かについては記憶していない。」と述べている。 

   さらに、申立人を除く事業主及び同僚４名も昭和 49 年２月１日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失し、そのうち３名が同年 12 月１日に同資格

を取得していることが確認できる。 

   加えて、Ａ社は昭和 53 年１月 31 日に全喪している上、当時の事業主は

既に亡くなっていることから、申立期間における申立人の厚生年金保険料

の控除について確認することができず、申立人は、申立期間に係る厚生年

金保険料の控除を確認できる給与明細書、源泉徴収票などの資料を所持し



  

ていない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4058（事案 1827 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月ごろから同年７月ごろまで 

    厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務していた昭和 32 年４月から同

年７月までの期間が被保険者期間となっていない。同社のように大企業

に勤務した期間の被保険者記録が無いのはおかしいので、第三者委員会

の判断には納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の申立てについては、Ａ社は申立期間当時の工員については臨

時雇制度があり、入社して数箇月間は、試用期間として厚生年金保険に加

入させていなかったとしており、同社に勤務していた複数の同僚は、「臨

時工として入社した最初は試用期間だった。」、「入社してしばらくして

から採用試験があり、合格すると正社員になれた。」と証言していること

から、同社では入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかったと考え

られること、及び同社に係る厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申

立人の名前は無い上に、同社が作成した被保険者の氏名索引リストにも申

立人の名前は無く、当該期間の保険料控除を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年 12

月 17 日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、Ａ社のような大企業に勤務した期間に被保険者期間が無いの

はおかしいと主張しているが、これは、委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、このほかに委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 4059 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年６月 30 日から同年７月１日まで 

    私は、平成９年４月１日にＡ社に入社し、同年６月末まで勤務してい

た。厚生年金保険の記録によると、同年６月 30 日に同社の被保険者資

格を喪失しているとのことだが、同年６月末まで勤務しており納得でき

ないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録では、申立人は、平成９年４日１日にＡ社において被保

険者資格を取得し、同年６月 30 日に離職していることが確認できる。 

   しかし、Ａ社の厚生年金保険被保険者のうち平成２年以降に厚生年金保

険被保険者資格を喪失した 133 名の同資格の喪失日は、月末の前日に喪失

した者が 14 名、月末に喪失した者が 55 名、月初に喪失した者が 39 名、

月中に喪失した者が 25 名となっており、月末に資格を喪失した者が複数

確認できる。 

   また、雇用保険の記録から、上記の月末に喪失した者のうちの複数の者

の離職日は、厚生年金保険の資格喪失日と同日の月末日となっていること

が確認できる。 

   さらに、そのうちの１名は、「私は月末で退職したが、退職した月の厚

生年金保険料を控除されていたか分からない。」と述べている。 

   加えて、Ａ社の元事業主は、申立期間当時の資料を保管していないため、

申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

   また、Ｂ健康保険組合は、「申立人の厚生年金保険被保険者期間は平成

９年４月１日から同年６月 30 日までと回答しており、被保険者資格の喪



  

失日はオンライン記録と一致している。 

   さらに、複数の同僚から聴取したものの、申立人の申立期間における厚

生年金保険料控除をうかがわせる供述を得ることができない上、申立人は、

申立期間の厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書

等の資料を所持していない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。

 


